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(2) 農薬残留分析

県内に流通している食品について、農薬の残留基準道守状況を把握し、違反品を排除するため、野

菜等130検体について208項目、輸入加工食品60検体について57項目の残留農薬検査を実施した。

その結果、県内産のしゅんぎく l検体から、食品衛生法に基づく残留基準を超える農薬が検出さ

れ、販売者には、同一ロットの回収を命じるとともに、生産者には再発防止を指導している。

本年度も、引き続き、野菜等の残留農薬検査を実施することにしている。
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H ダイオキシン類対策
(1 )総合的な取組の推進

県では、平成10年7月、「ダイオキシン類総合対策会議」を設置し、ダイオキシン類対策に関す

る情報交換を行い、協力・連携を図るとともに、「山口県ダイオキシン類対策指針(平成11年6月

制定、平成12年6月一部改定、平成25年8月改定)Jにより、①基本的な取組み方針の明示、②排

出削減(発生源)対策の強化、③大気汚染等に係る環境調査の実施、④関連分野の対応等、取組を

一層強化している。

今後も引き続き、国・県・市町、事業者、県民相互の一層の協力・連携を図りながら、関係者が

一体となって的確な対策を推進することとしている。

(2) 常時監視(環境調査)

ダイオキシン対策法第26条に基づく大気、水質(底質を含む)、土壊に係るダイオキシン類の常

時監視(環境調査)を実施しており、平成29年度の調査結果は次のとおりである。

大気環境

大気環境濃度の測定は、県内7地点において、春・夏・秋・冬期の年4回又は夏期・冬期の年

2回実施しており、その結果は、年平均値が0.010~ 0.014pg -TEQ/trlで、いずれの地点も大気

環境基準(年間平均値 ;0.6pg -TEQ/trl以下)に適合している。

また、平成22年度からは、県内3地点において夏期・冬期の年2回、ダイオキシン類発生源

周辺の大気中のダイオキシン類濃度を測定しており、その結呆は、年平均値が0.011~ O.012pg -

TEQ/trlで、いずれの地点も大気環境基準に適合している。

ア

水質環境(河川・湖沼・海域、地下水)

公共用水域の水環境濃度の測定は、県内の河川 13地点、湖沼3地点、海域11地点、において

、各1回実施しており、その結果は、河川は∞，52~ O.l4pg -TEQ/L、湖沼は0.061~ 0.065pg -

TEQIL、海域はO.似o~ 0.061pg -TEQ/Lで、いずれの地点、も、環境基準1pg-TEQ/Lに適合
している。

また、地下水は 13地点において実施しており、その結果は、 0.017~ O.068pg -TEQ/Lで、い

ずれも環境基準lpg-TEQ/Lに適合している。

イ

底質環境(河川・湖沼・海域)

公共用水域の底質環境濃度の測定は、県内27地点、において、各l回実施しており、その結果は、

河川は0.16~ 4.Opg -TEC:;νg、湖沼は6.5~ 16pg -TEQlg、海域は0.52~ 7.7pg -TEQlgで、いず

れも環境基準150pg-TEQ/ gに適合している。

67 

ウ



第2部.環境の現況と対策

エ土壌環境

一般環境の土壌環境濃度の測定は、13市町の32地点において各l回実施しており、その結呆は、

0.0026 ~ 1.5pg -TEQ/gで、いずれの地点も環境基準1.0C肋g-TEQ/gに適合している。

(3) 発生源対策

発生源施設としては、ダイオキシン対策法に基づく特定施設である廃棄物焼却施設や製鋼用電気

炉等の廃棄物焼却施設以外の施設があり、これらの特定施設については、排出基準の遵守状況、自

社測定の実施状況、廃棄物処理法の基本遵守状況等の立入検査を実施し、結果については、公表し

ている。

また、ダイオキシン対策法等の規制対象となっていない小型焼却炉(火床面積0.5rri未満かつ焼

却能力50kg/h未満)については、実施可能なダイオキシン類排出抑制対策から取り組むこととし、

県の機関等での使用中止を進めるとともに、家庭用焼却炉等も使用を中止し、市町等の焼却施設で

焼却するよう啓発している。

さらに、焼却設備を使用せずに廃棄物を屋外で焼却処分する行為については、産業廃棄物監視パ

トロール班や不法投棄ホットラインを活用するなどして、防止対策を進めている。

衰4-22 平成28年度立入検査、行政検査実施状況

特定施設等の種類 特定施設数

廃棄物焼却炉(排出ガス) 144 
。 (ばいじん等)

大気関係施設(排出ガス) 21 

水質関係施設(排出水) 55 

計 220 
注1) 特定施設数は、H29.3月末現在の届出状況に基づくもの。

注2) 立入検査数は、同一施設における複数の立入も 1カウント。

注3) 行政検査数欄の( )は、法定基準超過数を示す。

特定施設の設置者による自主測定の公表

立入検査数 行政検査数

6 6 (0) 

2 (0) 。 o (0) 
2 2 (0) 

8 10 (0) 

ダイオキシン対策法第28条の規定に基づく大気基準適用施設又は水質基準適用事業場の設置者は、

毎年1回以上、排出ガス又は排出水について、ダイオキシン類による汚染状況を測定し、知事等に

報告しなければならない。また、知事等は、測定結果を公表することとされていることから、測

定・報告の指導を行うとともに測定結果をとりまとめ、公表している。

廃棄物焼却炉の排ガスの自主検査で1施設が基準を超過したので、設置者に対して基準道守を指
導した。

衰4-23 平成29年度自主測定結果 (H29.4.1"'H30.3.31報告分)

区 分 報舎対象数 報舎数 基準適合数
濃度範囲 :単位

最小値~最大値

持ド出ガス ng-TEQ/rriN 

廃棄物焼却炉 109 ( 9) 105 ( 8) 105 ( 8) 0.00052~2.7 

廃棄物焼却炉以外 21 (10) 20 ( 9) 20 ( 9) 0~10 

言十 130 (19) 125 (17) 125 (17) 0~10 

排出水 pg-TEQよL

廃棄物焼却炉 18 ( 0) 18 ( 0) 18 ( 0) 0.0028~0.53 

廃棄物焼却炉以外 28 ( 2) 28 ( 2) 28 ( 2) O.α)()52~0.78 

言十 46 ( 2) 46 ( 2) 46 ( 2) O.α)()52~O.78 

注1)濃度範囲を除く各欄の数字は施設数を示し、 ( )肉の数は、 下関市で内数である。

注2)報告対象数は、届出施設数から、排出'I!ス及びばいじん、焼却灰等では休止中 ・建設中等の未稼働施設を除く数であり、

排出水では休止中 ・建設中等の未稼働施設及ぴ循環等により公共用水域への排水がない施設を除く数。
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第4章・大気・水環境等の保全

(4) ダイオキシン類排出量

平成29年度末における年間排出量は、ごみ焼却施設(一般廃棄物焼却施設)がO.33g-TEQ、産

業廃棄物焼却施設がO.24g-TEQ、計O.57g-TEQであり、山口県環境基本計画の平成32年度目

標(平成9年比99%削減)を達成する 99%の削減となっている。

表4-24 ダイオキシン類排出量の実績値

発生源区分 I H9 (基準年度)

ごみ焼却施設 |県指針値 32.4(1∞%) 11 一 - 11 一

(一般廃棄物) 1 実績値| 向上 11 0.20(1 %) 0.33 (1 %) 11 -

産業廃棄物 |県指針値 8.5(1∞%) 11 - - 11 -

焼却施設 |実績値| 向上 11 0.11 (1 %) 0.24 (2%) 11 -

県目標値 40.9(1∞%) 11 - - 11 0.6(1 %) 

実績値| 向上 11 0.31 (1 %) 0.57 (1 %) 11 -

注1)ダイオキシン対策法に基づく自主測定結呆を元に推計

注2)ごみ焼却施設及ぴ産業廃棄物焼却施設は廃棄物処理法の対象施設であり、廃棄物処理法対象外の小型焼却炉は含まない
注3)排出量は当該年度末における年間排出見込み量(年度内廃止施設分を除く。)
注4)県指針値:山口県ダイオキシン類対策指針 県目標値:山口県環境基本計画

単位:g-TEQゾ年

H32(目標年度)H29 H28 
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1m環境ホルモン対策

の計8

県では、水や大気などにおける環境ホルモンの存在状況を把握するため、平成 12年度から水質、

底質、水生生物、大気の調査を行っている。

平成29年度は、水質・底質について3河川 (3地点)、 2湖沼 (2地点)、 2海域 (3地点)

地点で調査を行った。

調査対象物質は、①閏が「環境ホルモン戦略計画SPEED'98(環境省)Jにおいて調査した物質で、

県内で比較的高い数値で検出されてきた3物質、②「化学物質の内分泌かく乱作用に関する環境省の

今後の対応方針についてJ(ExTEND20l6)を踏まえ影響が確認された物質のうち、県内でこれまで
調査を行っていない3物質とした。

水質については、河川でl物質、湖沼で1物質、海域で2物質が、底質については、河川で3物質、

湖沼で3物質、海域で4物質が検出されている。

平成29年度環境ホルモンに係る環境調査の検出状況

物質名
水 質 底 質

河川 湖沼 海域 河川 湖沼 海域

トリプチルスズ 。 • 
トリフェニルスズ 一 一 。 一 一 。
ベンゾ [aJピレン 。 。 。 企 • • 
エストロン 。 。

4‘ ... • • 
4ーヒドロキシ安息香酸メチル ... ... • • • • 
4-tーペンチルフェノール 。 。 。 。 。 。

表4-25

0:全地点でND(定量下限値未満)、企:一部の地点で検出、・:全地点で検出

検出された物質のうち、トリプチルスズ、ベンゾ [aJピレンは、平成28年度と比較しでも検出地点、

濃度に大きく差異はなく、全国調査結呆の濃度範囲内である。

エストロン、 4ーヒドロキシ安息香酸メチルについては、全国的な実態調査結果はない。
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第2部.環境の現況と対策

第5節環境放射線対策の推進

空間放射線量率については、原子力規制委員会の委託により、 5基のモニタリングポストで監視し
ており、測定結呆は平常値の範囲内である。

また、平成25年度から、上関町人島モニタリングポストで測定を開始している。

これらの測定結果は、ホームページを活用し、県民に迅速に情報提供することにより、「安心・安

全の確保」に取り組んでいる。
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G三D酬の「…ん」
皆さんは、 「はなこさん」を知っていますか。
「はなこさん」は、環境省が平成14年 (2002年)から構築した花粉観測システムの愛称です。

現在、県内3か所(山口市、宇部市、光市)に花粉自動計測器が設置されており、例年2月~
5月にかけて、花粉飛散数(1時間平均の花粉数:個1m3) のほか、飛散に影響を与える風向、風
速等の情報をホームページなどでリアルタイムで提供しています。

花粉症の方は、これらのデータをうまく活用され、症状緩和に役立ててください。

花粉自動計測器(山口市) 環境省ホームベ}ジ(はなこさん)

|はなこさん

詳しくはネットで検索! 露富



第5章.環境関連産業の育成・集積

環境関連産業の育成・集積第5章

園田E圭書将司;1岬.ヨお宏事司~~~i~flL主~~~】出t温:IIJ:~:~fl~リEiEfa-----

(1 )全県的推進体制による「環境・エネルギー産業クラスター構想」の推進

産学公金連携による①地域エネルギーの創造、②地域エネルギーの貯蔵・利活用、③省エネル

ギーや環境負荷低減に資するイノベーシヨンの創出を推進するとともに、県内企業・大学・関係機

関等で構成する「新エネルギー研究会」による、企業同等のネットワークの構築や、新エネルギー

分野の新事業展開に必要となる研究開発等を促進している。

(2) 付加価値の高い研究開発や事業化への支援

産業技術センターの「イノベーション推進センター」により「新エネルギー研究会」会員等が有

するニーズとシーズのマッチング等を推進するとともに、「やまぐち産業戦略研究開発等補助金」

等や、困の「地域イノベーション戦略推進地域」指定により優先採択される競争的資金を活用した、

企業における付加価値の高い研究開発・事業化を促進している。

(3) 研究開発機能の強化

研究開発機能の強化に向けた、産業技術センター・大学における「先端的研究開発拠点機能」の

整備を促進している。

E~・配達:主主;周目麿~j~理~~W-=Ji~(b:占i:主1恒IP-事~'?i'fÆl乱主主姫君f:;JI ......  
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平成27年8月、中国・四園地方初となる水

素ステーションが周南市で開業しており、県

内水素供給事業者や県、関係市が水素の製造

から輸送、貯蔵、供給、利用に至る各段階で

低炭素化されたサプライチェーンの地域実証

を行う環境省委託事業に平成27年度から取り

組んでいる。

また、県内企業の技術力を結集した再生可

能エネルギー活用型水素ステーションの開発

や普及に向けた支援にも取り組んでいる。

これらの事業も活用し、全県的な水素利活用

による産業振興の推進と地域づくりを促進する。

-咽臣官画Eヨ:t~画面EヨE車産3L:Jt主主呈・:~fl;=liJ二三1ヨ土目』・正二金】ïtlÐ長著}:a・・・・・・・
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(1)省エネ・創エネ・蓄エネ関連事業の育成支援

省エネ・創エネ・蓄エネ関連設備で、県内企業が開発した技術や県内で製造・加工された製品、

県産の原材料をもとに製造・加工された製品等を省・創・蓄エネ「県産品jとして登録する制度を

創設している。また、補助制度や、低利融資制度等による導入促進、展示会、商談会等の開催によ

るPRなどにより、家庭、事業所、工場における省・創・蓄エネ「県産品jの一層の利活用促進を

図り、県の省エネ・創エネ・蓄エネ関連産業の振興を推進している。



第2部.環境の現況と対策

ア 山口県産省・創・蓄エネ関連設備導入支援補助金

住宅における省・創・蓄エネ「県産品」の導入に対する補助を行う。

補助対象:県内に居住又は居住予定の個人

補助額:

0家庭用蓄電池
O太陽熱利用給湯(強制循環型)
太陽熱利用給湯(自然循環型)

O太陽熱利用空調システム
地中熱利用システム

Oベレットストープ
0家庭用燃料電池(エネフア}ム)
所 管 課:環境政策課

1.お万円/kWh(上限10万円) ※太陽光発電システムと連係するものに限る

1.2万円/rrl(上限4.8万円)

0.5万円/rrl(上限1.5万円)

0.8千円/rrl

(延床面積75rrl以上、上限10万円)

0.5万円/kW(上限3万円)

定額3.8万円

イ 山口県地球にやさしい環境づくり融資

住宅用太陽光発電システム、次世代自動車等の導入に必要な資金の融資を行う。

融資対象:県内居住者

融資限度額:500万円
融資利率:太陽光発電システム等:年1.0%、次世代自動車等:年1.5%

保証料:取扱金融機関の定めるところによる

償還方法:元利均等月賦償還

融資期間:太陽光発電システム等:10年以内、次世代自動車等 :5年以内

所管課;環境政策課

ウ 再生可能エネルギー導入資金(山口県中小企業制度融資)

再生可能エネルギーによる発電等を行う中小企業者等に対し、必要な融資を行う。

(金融機関との協調融資)

融資対象;再生可能エネルギー設備等を導入する中小企業者等

資金使途;運転資金、設備資金

融資限度額 :2億8，000万円(運転資金5β∞万円限度)

融資利率 :5年以内 年1.7%(1.5%) 

5年超10年以内年1.8%(1.6%) 

10年超 年2.0%(1.8%) 

※(  )内は責任共有対象外の場合の利率

保証無しは、( )内の利率に0.3%加算

保証料率 :年0.34%-1.76% (必要に応じて保証付)

融資期間 :15年(うち据置2年)以内

運転資金の場合、 5年(うち据置l年)以内

所管課:経営金融課

エ経営・技術診断助言事業

(公財)やまぐち産業振興財団において、中小企業のエネルギー対策等の技術的課題等の解決

のため、財団登録専門家を中小企業者へ派遣している。

オ殴備貸与事業

(公財)やまぐち産業振興財団において、創業、経営の革新及び環境・エネルギー分野等で事

業展開に必要な設備を貸与している。

(2) 資源循環型産業の育成支援
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廃棄物の3Rに係る、研究開発から普及拡大までの各段階における切れ目のない一層の支援を行

うことにより、資源循環型産業の更なる育成支援を図っている。
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廃棄物3R事業化支援事業
幅広い分野で顕在化した廃棄物3Rに係る実用化技術の事業化を産学公連携により検討する事

業化プロジェクトチームに支援する。

ア

実施手法.地方独立行政法人山口県産業技術センターに委託し、県内事業者や学識者等が参画するプロジェクト

チームを設置して検討

実施内容:・汚泥含有成分のリサイクル

-中空系膜の分離リサイクJレ

.食品廃棄物リサイクル

-電気自動車使用済みバッテリーのリユース

廃棄物3R等推進事業

産業廃棄物の3R及び産廃物に係る未利用エネルギー利活用の施設整備を支援(補助)する。

イ
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象:県内に設置する産業廃棄物等のリデユース、 1)ユース又はリサイクルを推進する施設、又は、

廃棄物に係る未利用エネルギーを利活用する施設

補助対象経費:構築物費、機械装置・工具器具費、付帯工事費など

補 助 率:補助対象事業の 113以内

補助限度額:1事業あたり 3∞0万円以内(補助金額ペース)
所 管 課:廃棄物・リサイクJレ対策課

対助補

ウ 資源循環事例等毘定普及事業

開リサイクル製品罷定

リサイクル製品の利用促進及ぴリサイクル産業の育成を図るため、県内で発生する循環資源を

利用して、県内で製造加工されるリサイクル製品を「山口県認定リサイクル製品jとして認定し、

その普及に努めている。平成12年度から認定を開始し、平成29年度末で合計329製品となっている。
また、平成24年度から認定製品の一層の利用拡大に向けた官民一体の「山口県リサイクル製品
利用促進連絡会議Jを開催しており、支援策や課題等の情報共有に取り組んでいる。

付)エコ・ファクトリー認定

産業廃棄物の発生抑制やリサイクルに継続的に取り組み、成果を上げている事業所を「山口県

エコ・ファクトリー」として認定し、事業者の意識喚起と取組の拡大を進めている。平成16年
度から認定を開始し、平成29年度末で合計57事業所となっている。

いちば

やまぐちエコ市場

これまで県内で培われてきた各企業の様々な情報をグローパルかつリアルタイムに発信しなが

ら、企業問の連携・協力を一層強化することによって、循環型社会の構築や地球温暖化対策の推

進に貢献するとともに、自らの事業等の活性化や新たなビジネスチャンスの創出、さらには、地

域経済の活性化を図るため、民間主体の「やまぐちエコ市場」を平成18年5月に設立している。
やまぐちエコ市場では、インターネットによる情報発信・情報交換や、展示会、研修会等を通

じた事業者、大学、関係機関、行政等の連携・交流及び循環資源に係る事業化等を促進している。
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【やまぐちエコ市場の概要】

設立日:平成18年5月15日

役員:幹事10名、監事2名

事務局:廃棄物・リサイクル対策課

会員数:367団体・個人(平成30年3月末現在)

事業内容

OWebサイト(ホームページ)やメールサーピスによる情報発信・情報交換・情報提供

Oリサイクル及び地球温暖化対策に係る企業マッチング、事業化促進、販路開拓等の実施
。セミナー-見学会・展示会等の企画・開催・参加

IID次世代自動車関連産業の育成支援 | 

「山口県EV.PHV充電インフラ整備計画」に基づき、国補助制度等を活用した充電インフラの
整備促進に取り組んでいる。

また、自動車メーカー、関係団体、市町等で構成する「環境やまぐち推進会議次世代自動車利活用

部会」を立ち上げ、次世代自動車の利活用方策等について検討を進めている。

表5-1 充電インフラの整備状況 (H却3月末現在)

施 設 区 分 急速充電器(基) 普通充電器(基)

公共施設等(県・市町有施設、道の駅等) 47 5 

民間施設等(ホテル・旅館、商業施設等) 96 271 

合計 143 276 

注)県有施設は山口宇部空港、維新百年記念公園、岩国総合庁舎、周南総合庁舎、萩総合庁舎、山口きらら博記念公園
の6ヶ所に設置

平成28年度からは、産学官のプロジェクトチームにより、電気自動車の普及に伴い増加が見込まれ

る中古バッテリーについて、太陽光発電と連係した家庭用蓄電池として再使用し、省エネ効果や有効

性等を検証する実証試験を実施している。

電気自動車の中古パツ予リーの、
回収
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期待される効果

・家庭や事業者への省・
11).蓄ヱネの普及によるエ
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-廃棄物の3Rの推進
・資覇循環型産業の鑑輿



第5章.環境関連産業の育成・集積

|5.持続可能な農林水産業の振興

(1 )循環型農業の推進

平成13年度から、土づくりを基本に化学肥料や化学農薬の使用を低減した生産技術の導入や地域

で発生する有機質資源、農業用資材の循環利用により、環境への負荷低減を図る「循環型農業」に

取り組んでおり、その推進方策は次のとおりである。

α首環型農業生産技術の導入・定着
②有機質資源、の利用の促進

制首環型農業産地づくり

側首環型栽培技術で生産された農産物の流通・販売の促進

⑤農業用使用済みプラスチック類の再生利用の促進

また、化学農薬・化学肥料などの使用を 50%以上低減した県独自の認証農産物である「エコやま

ぐち農産物」の生産拡大を支援するとともに、「環境保全型農業直接支払交付金」を実施し、地球

温暖化防止、生物多様性保全効果が高い営農活動への支援を行うことで、循環型農業の取組の拡

大・定着を図っている。

さらに、「家畜排せつ物の利用の促進を図るための山口県計画」に基づき、家畜排せつ物の堆肥

利用を推進している。また、耕種農家との堆肥需給情報共有のための「堆肥製造・販売施設マップ」

を作成・配布し、利用促進に努めている。

環
境
関
連
産
業
の
育
成
・
集
積

(2) 県産木材等の利用促進

木材は、加工に要するエネルギー消費がアルミニウムや鉄製品の製造・加工に比べて非常に少な

く、再生産が可能な生物資源である。また、住宅等に利用することにより、炭素を長期にわたって

貯蔵できるなど、地球温暖化の防止にも有効であり、地球における環境保全に向けた取組の一環と

して、環境への負荷の少ない木材の利用を推進することとしている。

また、木材の地産・地消を推進するため、「やまぐち県産木材利用拡大総合対策事業」により、

強度や含水率など一定の品質基準を満たす優良県産木材を基準以上使用した耐震性等住宅性能評価

の高い住宅建築に対する助成や、県産木材を利用する公共施設への補助を行うなど民間住宅分野と

公共建築分野における、県産木材の利用を促進している。

さらに、県の豊かな森林資源がエネルギーとして有効に活用できるよう、「やまぐち森林バイオ

マスエネルギー・プラン(平成13年度策定)Jに基づき、森林バイオマスの低コスト供給システム

を構築し、発電施設への供給量増加を支援するとともに、熱利用促進のため、木質ペレット燃料製

造施設の整備、公共施設等へのペレットボイラーの導入を推進した。

また、平成 17年度から平成21年度には、国の「バイオマスエネルギー地域システム化実験事業」

により、経済的な課題や技術的な課題を解決しながら地域のエネルギーシステムを構築する実証実

験に取り組んだ。

平成22年度からは、各システムの定着化に向けた取り組みを実施している。
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第6章環境に関する人づくり・地域づくりの推進

第1節環境教育・環境学習の推進

|r.環境教育・環境学習の基盤整備 | 

今日の環境問題は、豊かきや便利さを追求してきた私たちのライフスタイルや社会経済システムと

密接に関わっている。

環境学習は、こうした原因に関心をもち、理解するとともに、解決に向けて、日常生活や社会活動

において、環境への負担の少ないライフスタイルを実践し、循環型社会や自然と共生する社会の実現

に向けて行動する人材を育成していくことを目的としている。

県では、こうした観点に立って策定した「山口県環境学習基本方針(平成11年3月策定、平成17年

3月改定)Jに基づき、県民、民間団体、事業者、市町と協働して、環境学習を総合的、体系的に進

めてきたところである。

具体的には、全県的な環境学習を推進するための拠点、施設として平成18年度に県セミナーパークに

開設した「環境学習推進センター」を中心に、市町や関係団体等の学習施設との連携・ネットワーク

化を図りながら、環境学習指導者の登録・派遣や、環境情報の提供、教材の作成・提供、環境活動団

体等と連携した体験型環境学習講座の開催など、多彩な事業を展開しているところである。

また、平成23年6月には「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の増進に関する法律jが「環

境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」に改正され、環境保全活動を推進するためには

環境教育が重要であるという従来の理念に加え、協働取組の重要性が強く示されている。

この法改正により「体験の機会の場」の認定制度や、「環境保全に係る協定の締結J(平成24年10
月開始)等が新たに創設されている。

また、「山口県環境基本計画(第3次計画)Jの第2章第6節「環境に関する人づくり・地域づくり

の推進Jを、同法に規定する、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の
推進に関する「行動計画」として位置づけ、推進枠組の具体化を図っている。

lfJ幅広い場における環境学習の推進 | 

(1) 社会教育

幼少年期からの自然体験活動等を伴う教育は、青少年に生命尊重の精神や豊かな心を育む上で極

めて重要である。このため、県では、「心の冒険・サマースクール」などの自然を活用した事業を

実施するとともに、各青少年教育施設の特色や周囲の自然環境を活かした様々な体験活動の場や機

会の提供を行い、青少年の健全な育成を図っている。

具体的には、山・川・海等を教材として取り上げ、自然に関する様々な規則性を学習したり、人

間と自然との関係について理解を深めたりすることを目指した事業を展開している。

また、地域の身近な環境をテーマに、市町や県子ども会連合会を始めとする社会教育関係団体、

民間団体等での体験型環境学習への取組もますます盛んになってきている。

(2) 地域での環境学習
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「環境学習推進センター」を拠点とし、県民、 NPO、民間団体、事業者、行政等の連携・協働

のもと、地域における様々な環境学習の取組や施設との連携を図りながら、様々な環境情報の提供、

人材の育成・派遣・交流、環境学習プログラム等の教材の作成・提供など総合的な支援に努めてお

り、平成29年度の取組状況は次のとおりである。



第6章.環境に関する人づくり-地域づくりの推進

ア環境学習推進センターによる支援

例講座の開催

一般県民を対象に、将来の環境を担う子供たちが参加できる体験型環境学習講座や、活動団

体との共催による講座、また指導者のための研修会等を実施している。

-開催状況:30回

・参加者数:1，123人

付) 環境アドバイザ一等の派遣

「山口県環境学習指導者パンクjにおいて、指導者(環境アドバイザー、環境パートナー、

こどもエコクラプアドバイザー)を、民間団体等が実施する講演会、学習会等に派遣し、環境

保全活動の意識醸成と実践活動の促進を図っている。

表6-1 平成29年度山口県環境学習指噂者パンク実績

環境アドバイザー 環境パートナー こどもエコクラブアドバイザー

登録者数 45人 73人 24人
派遣回数 8回 29回 6回

派遣者総数 8人 43人 6人

受講者数 513人 1，151人 94人

(司こどもエコクラブ

幼児から高校生までを対象とし、子どもたちが地域の中で、自主的に環境保全のために行う

実践活動に対して支援を行っている。

-参加クラブ数:16クラブ
-参加者数:335人

イ県による支援

市町や学校が実施する「親と子の水辺(海辺)の教室」や「水生生物調査」において、教材の

提供や器材の貸し出しを行っている。

同親と子の水辺(海辺)の教室

親と子が水生生物等を観察しながら水辺に親しみ、水質を保全することの大切さについて学

習を行う。

-開催状況:12市町 (21回)
.参加者数:920人
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何) 水生生物調査

小・中・高校生を対象に、河川の水生生物を継続的に調杢し、汚染状況の推移等を把握する

ことにより、水質保全の重要性について学習を行う。

-参加校数:12団体(学校10、その他2)
・参加者数:367人

EJ学校における環境教育の推進
学校における環境教育は、各教科、 道徳、特別活動、総合的な学習の時間の中で有機的な関わりを

もたせて、教育活動全体を通して取り組んでいる。その際、環境、資源 ・エネルギー問題などの現代

社会の諸課題についての正しい理解を深め、 主体的な行動がとれる児童生徒の育成及ぴ生涯学習の基
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礎を培うことをめざして、校種ごとに、次のようなねらいを定めている。

|小学校 1:幼稚園や保育所等での取組を考慮して、自然の事物・現象に対する感性を豊かにする活
動の機会を多くもたせることにより、環境の保全に配慮した行動につながる態度を育成

する。

|中学校 1:環境や環境問題に関わる事象に直面させ、環境破壊を起こしている要因を具体的に認識
させるとともに、因果関係や相互関係の把握力、問題解決能力などを育成する。

|高等学校 1:環境や環境問題を総合的に思考・判断し、賢明な選択・意志決定ができるような学習活動
を通して、環境保全や環境の改善に向け主体的に働きかける能力や態度などを育成する。

多くの学校では、 PTAや地域との連携による河川の清掃活動や環境美化活動、校内に設置したピ

オトープや緑のカーテンを活用した学習活動など、児童生徒や地域の実態に応じた特色ある取組が行

われている。

一方、県教育委員会では、これまで、県教育の指針となる「山口県教育ピジョン(平成 10年度策

定)Jの中で、環境教育の推進を時代の進展に対応した教育の推進のーっとして位置付けており、平

成16年度には、各学校における環境教育への取組を体系的なものにするため、「環境教育推進計画」

を策定し、平成23年3月には現行の学習指導要領に対応するために改訂を加えている。

また、児童生徒の環境保全に対する正しい理解と主体的な行動がとれる態度を育成するために、平

成17年度から「やまぐちエコリーダースクール」認証制度を導入している。初年度の認証校は6校

であったが、その後認証校が増加し、平成29年度には57校を認証したところである。

さらには、平成25年10月に今後5年間の県教育の指針となる「山口県教育振興基本計画(平成

27年3月一部改正)Jを策定し、その中で、園内外の環境問題の解決など持続可能な社会実現のため、

環境教育の充実を図ることとしたところである。

今後とも、関係部・謀と連携を図りながら、学校教育において、環境問題への意識啓発を進めると

ともに、環境保全活動への参加を促進し、よりよい環境づくりに主体的に取り組む態度や能力の育成

を図る。

第2節 多様な主体の参画・連携・協働による取組の推進

|r.環境やまぐち推進会議 | 

低炭素社会や循環型社会の形成、自然との共生等の実践活動及び普及啓発活動を積極的に推進する

ことを目的に、平成19年3月に「快適なくらしづくり山口県推進協議会」を改組して発足している。
本会議は、事業者、民間団体、学識者、市町地球温暖化対策地域協議会、行政など各分野の委員で

構成され、地球温暖化対策推進法第40条の規定に基づく地球温暖化対策地域協議会としても位置づけ
ており、県民運動の推進母体として自主的な実践活動等を進める重要な役割を担っている。

|~県民、 NPO ・民間団体の自主的取組の促進 | 

近年、県民の環境問題への関心や意識が高まる中で、環境保全活動団体による河川等の清掃や生活

排水対策、節電や節水等の省資源・省エネルギー、さらにごみの減量化や分別排出、不用品の有効活

用等の3R活動、自然環境保全等の幅広い分野の環境保全活動が行われており、環境保全活動団体は、

県民の自主的な環境保全への取組の促進の面から重要な役割を果たしている。

このため、 県では、環境保全活動団体を通じ、広く県民に対し、あらゆる機会をとらえて、 県民の
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自主的かっ積極的な取組に対する啓発や参加の機会の提供、具体的な環境情報の提供等により、県民

の取組を促進している。

(1 )環境月間

環境問題に対する県民の認識を深め、責任と自覚を促すため、 6月を「環境月間Jとして定め、
各種の行事を実施している。

表6-2 平成29年度「環境の日」及び『環境月間」の主な行事

0太陽光発電インフォメーションシステムによる啓発
0環境保全、リサイクル、省資源・省エネルギーに関する絵画・ポスターの募集

広報等の実施 0環境保全に関する標語、川柳の募集(山口県瀬戸内海環境保全協会)
0環境保全活動や環境学習に係る功労者、地球温暖化対策に係る優良事業所及
ぴリサイクル、省資源・省エネルギー運動推進に係る優良団体の募集

0クールピズ

COz首Ij減県民運動推
0緑のカーテン

進事業の推進
。ノーマイカー運動

0ライトダウン
0環境美化活動

(2) 環境保全活動功労者等の表彰

長年にわたり、地域の環境保針舌動、環境学習、リサイクル、省資源・省エネルギー運動、地球

温暖化対策に功労のあった個人や団体に対し、表彰を行っている。

(3) 民間団体の活動状況

ア山口県瀬戸内海環境保全協会

当協会は、昭和56年2月、瀬戸内海関係地域の環境保全に関する思想の普及や意識の高揚を図

るとともに各種の事業を通じて、瀬戸内海の環境保全に努め、住み良い生活環境の確保を目的に

設立されたものであり、県、 16市町、関係諸国体及ぴ工場・事業場が会員となっている。

(事務局:山口県環境生活部環境政策課内)

開平成29年度の主な事業
① 瀬戸内海環境保全月間 (6 月 1 日 ~30 日)における取組

-環境保全に関する標語、川柳の募集

・テレピスポット、懸垂幕、ポスター等による啓発

② 瀬戸内海環境保全に関する情報の提供

-会報「みずべ山口」の発行、総合誌「瀬戸内海Jの配布
.ホームページによる情報提供

③ 環境保全功労者の表彰

瀬戸内海の環境保全に関して顕著な功績のあった2団体を表彰

④研修会等の開催

法改正に係る情報提供や講演会等を実施
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付) 平成30年度の取組
瀬戸内海の環境を保全し、住みよい環境を確保するため、これまでと同様に「ふるさとの川

や海をきれいにするj県民運動を展開している。
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イ (公社)山口県快適環境づくり連合会

当連合会は、昭和41年4月、県内市町の地区衛生組織が主体となって、身近な環境の保全や環

境美化に関する普及啓発や実践活動を通じて、明るく住みよい生活環境の実践をめざすことを目

的に設立されている。

(事務局:山口県環境生活部生活衛生課内)

開平成29年度の主な事業
① 環境衛生週間等に係る環境保全に関する運動の展開

② 「河川海岸清掃実績集J等の発行
③ 空き缶等散乱防止活動の展開

④ 環境改善、環境美化に功労のあった地域、団体、個人の表彰

⑤ 環境保全及び環境美化に関するポスター・標語の募集、優秀作品の表彰

⑥ 創立60周年記念快適な環境づくり山口県大会(宇部市)及ぴ快適な環境づくり研修会(岩

国市)の開催

⑦緑花推進及び河川海岸愛護運動の展開

③ 「日韓海峡海岸漂着ごみ一斉清掃j民間団体の清掃活動の促進

何) 平成30年度の取組

環境学習、環境美化活動、ごみぜロ運動、地球温暖化防止運動を推進するとともに、各関係

機関の行う月間、週間の諸行事にも参加して身近な環境をきれいにする運動を展開している。

H 各主体との連携・協働による取組(パートナーシツプ)の推進 | 

県では、「環境やまぐち推進会議」と連携・協働し、地球温暖化対策、省資源・省エネルギーの推進、

大気・水質の保全、廃棄物の減量化・再生利用の促進、自然との共生等の環境保全に関する実践活動

を推進して、県民や民間団体等による県民運動を展開することとしている。

これまで、自然環境の保全においては、県を代表する景観を誇る秋台台固定公園の「山焼き」が美

祢市や地元自治会などで組織される協議会を中心に毎年実施され、また、自然公園における全国一斉

の美化清掃運動「自然公園クリーンデー」が自治会、婦人会、子ども会、学校等の参加により実施さ

れるなど、積極的な自然保護活動が展開されている。

今後とも、自然保護思想、の普及啓発を推進するとともに、県内で自然保護活動を実施している団体

や県民によって組織されている「やまぐち自然共生ネットワーク」などとの連携・協働により、自然

環境保全活動を進めていくこととしている。

第3節環境マネジメントの推進

事業者の環境に配慮した自主的な取組である環境マネジメントを推進するため、 IS014001やエコ

アクション21の認証取得の促進を図っている。

なお、「やまぐちエコ市場jと連携し、研修会やセミナーの開催等の活動を行っており、平成30年

3月末現在、県内で292件の認証取得がなされている。
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第4節 里山、里海づくりを通じた良好な景観や歴史的環境の保全

D 景観の保全と創造
(1 )美しいやまぐちづくりの推進

本県には、身近なところに多くの美しい自然景観、歴史的建造物やまちなみ等の良好な景観が

残っており、人々の心を豊かにさせてくれるとともに、ふるさとへの愛着心や連帯感を高めるもの

となっている。

現在、景観法に基づき、県内全ての市及び山口県が景観行政団体となっており、景観形成に向け

て取り組んでいる。

県においては、「山口県景観ビジョン(平成17年3月策定)Jに基づき、住民・事業者・市町・県が

一体となって良好な景観を保全・形成・活用しながら、まちづくり(まち・むら・地域づくり)に

取り組むことを意味する“美しいやまぐちづくり"を推進し、心豊かな・暮らしやすい・訪れたく

なる山口県を目指すことを基本目標として、景観学習をはじめとした施策を展開している。

また、平成18年3月に「山口県景観条例Jを制定・公布し、同条例に基づく「山口県景観形成基
本方針(平成19年1月)Jや、「山口県公共事業景観形成ガイドライン(平成19年3月)Jを策定

している。

(2) まちの美化づくりの促進

まちなみを形成する要素のひとつである屋外広告物は、情報を伝えるという役割とともに、まち

ににぎわいを与えている。しかしながら、無秩序な掲出は、まちの良好な景観や自然の風致を損な

うものとなるため、県では、屋外広告物条例によりこれらを規制することにより、まちの良好な景

観の形成や風致の維持を図っている。

また、文化・歴史など地域の特性を活かしたまちなみの形成を図るため、街路の整備にあわせて

広場・植栽・ストリートファニチャーなどの整備を促進するとともに、まちなかに林立する電柱や

輯轄する電線類の地中化などを進めることで、都市景観の向上を図っており、平成29年度末現在、

県内で約130kmの区聞が整備されている。

(1 )歴史的建造物の保全

県内には、歴史的建造物・史跡などが多く現存しており、これら歴史的建築物とそのまちなみな

どを保全し、将来に伝え、受け継いでいく必要がある。

このため、県では、伝統的建造物群保存地区保存条例などにより、各地に残る建築物やまちなみ

などの歴史的・文化的遺産を、周辺環境と一体的に保全し、地域を特徴づける「顔」として魅力あ

る地域づくりを進めている。

また、萩市においては、平成21年1月に「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法
律(通称:歴史まちづくり法)Jに基づく計画の認定を受け、地域の個性を生かしたまちづくりを

進めている。
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D 歴史的・文化的環境の保全

(2) 文化財指定による環境保全の現況

重要な文化財は、園、県、市町で指定し、法律及び条例により重点的に保護している。指定され

た文化財は、防災施設や囲柵等を設置して、災害等によって消失したり傷つけられたりしないよう

守られている。

また、文化財の現状を変更する行為に対しては制限がかけられている。
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たとえば、景観のすばらしい地域が名勝として指定きれると、景観を損なう建物などの建築は許

可されず、また、生物の生息地などの天然記念物の指定地では、開発工事を規制し、許可するに当

たっても指定した生物に影響のない工法が求められている。

さらに、指定による文化財の保存は、その指定地外の一定範囲の区域に及び、文化財と一体をな

す歴史的環境及ぴ周辺の自然環境についても保全されることとなる。

山口県の国指定天然記念物の件数は、全国第1位である。

衰6-3 山口県における園及び県指定文化財件数一覧 (H却 .3月末現在)

文化財
固 指 定 県 指 定

言十
指定 種別 件数 指定 種別 件数

建 造 物 3 3 

固 宝
絵 画 1 1 
工 -31主'" 口E同Z 4 3 
害 跡 2 2 

建 造 物 35 建 造 物 34 69 
絵 画 12 絵 画 29 41 

有形文化財 彫 刻 19 有形文化財 彫 亥U 63 82 
工 =七E恒三. 口口日 27 工 ヨ昔士ヨC ロロ口 29 56 

重要文化財 書 跡 14 書 跡 8 22 
典 籍 。 典 籍 10 10 
古 文 書 7 古 文 書 8 15 
考古資料 4 考古資料 25 29 
歴史資料 8 歴史資料 16 24 

無形文化財 重要無形文化財
τ宜E主Z 能 。

無形文化財
Z当E主~ 官旨 l 1 

工 3昔耳士・ l 工 コうE士茸 2 3 

民俗文化財 重要民俗文化財
有 形 11 

民俗文化財
有 形 8 19 

無 形 5 無 形 34 39 
特別天然記念物 3 3 

記 念 物
史 跡 42 

言己 念 物
史 跡 31 73 

名 勝 12 名 勝 5 17 
天然記念物 41 天然記念物 52 93 

言十 251 計 355 6侃

記録作成等の措置を講ずべき無形の文化財と
3 3 

して選択されたもの

記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化
10 10 

財として選択されたもの

重要伝統的建造物群保存地区(選定) 5 5 
選定保存技術 l 1 

(3) 指定文化財の保存と活用

指定文化財を保存するため、建造物保存修理事業、天然記念物再生事業、防災・耐震対策重点、強

化事業や指定文化財のパトロール事業などを行っている。
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また、指定文化財の活用を図るため、史跡等総合活用整備事業や歴史的な町並みである伝統的建

造物群保存地区の保存修理・修復などの事業を展開している。

その他、新たな文化財の指定に向け、平成20年から 3年聞にわたり近代和風建築総合調査を、

平成23年から 7年間にわたり山口県中世城館遺跡総合調査を行った。

なお、天然記念物に指定した動植物には、山林の活用や山聞の狭隆な水田の耕作など、かつての

地域の人々の生活環境に守られてきたものが多くある。このため、特別天然記念物「八代のツルお

よびその渡来地J(周南市)等において、地域の人々と天然記念物との新たな共生関係を創出する
天然記念物再生事業を実施している。
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(4) 文化財登録制度による魅力ある地域づくり

学校や銀行、橋や煙突など身近で懐かしい風景を彩る近代の建造物は、地域の景観のシンボルと

して重要であるにもかかわらず、文化財として認識されないまま消滅の危機にさらされている。

このことから、建築後50年を経過した建造物で、国土の歴史的景観に寄与するもの、造形の規範

になっているもの、再現することが容易でないものなどを、文化財として国が登録する文化財登録

制度が設けられている。

指定制度と違って、外観を大きく変えなければ、内部を改装し、レストランや資料館などとして

活用することができるため、登録された文化財を魅力ある地域づくりの拠点として活用することが

可能となっている。

現在、県内で登録されているのは、萩市の旧明倫小学校本館、下関市の水道関係施設など96件である。
なお、平成17年の文化財保護法改正に伴い、記念物(史跡、名勝、天然記念物)や有形民俗文化

財等にも登録制度が拡充されており、宇部市の常盤公園など3件が登録記念物(名勝地関係)に、
下関市豊北の漁携用具が登録有形民俗文化財へ登録されている。

(5) 文化的景観保護制度

文化的景観は、人々の生活又は生業及ぴ地域の風土により形成されたもので、地域の生活又は生

業の理解のため、欠くことのできない存在である。文化的景観の中でも特に重要なものは、「重要

文化的景観」として国が選定し、その保護が積極的に図られている。

県内では、平成28年度から、岩国市が錦川下流域における文化的景観の保存に向けて、調査等

を行っている。

なお、重要文化的景観の選定制度は、平成17年の文化財保護法の一部改正によって始まった文

化財保護の手法である。

(1 ) 県民参加の森林づくり

平成10年3月に「やまぐち里山文化構想」を策定し、里山を活用した農山村と都市との交流、

連携を図り、農山村と都市が共に栄える県土づくりを推進している。

本年度も地域やボランテイア協働による森林ボランテイアの育成や森林づくり活動の支援などに

取り組んでいる。

D 都市と農山漁村との交流

(2) 地場滞在型交流による都市と鹿山漁村との交流促進

農山漁村の生活・自然環境・歴史文化など、地域の優れた資源を活用した都市と農山漁村との交

流の拡大を推進している。

本年度はこうした取り組みを更に発展させ、都市と農山漁村地域とのより深い関わりに繋がる地

域滞在型交流を促進し、地域資源の活用や自然環境の保全を図りながら、中山間地域の活性化を推

進していく。

環
境
に
関
す
る
人
づ
く
り
・

地
域
づ
く
り
の
推
進

(3) エコツーリズム

秋吉台地域においては、平成20年4月に施行されたエコツーリズム推進法に沿って、美祢市が主

体となった推進体制を確立し、エコツーリズムの推進を図っている。

本年度も県下の市町や地域における取組に対して積極的に情報提供等を行い、地域の推進体制の

確立等に努めることとしている。
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G三D自然を通して楽しく学べる山口ゆめ花博
この秋、国内最大級の花と緑の祭典「山口ゆめ花博J (第35回全国都市緑化やまぐちフェア)が
開催されます。

山口ゆめ花博では、魅力あふれる 8つのゾーンが展開され、
その中でも i2050年の森ゾ}ン」では、親子で遊べる森づくり
体験など、緑の大切さや花の美しさを感じていただけるような
イベントをたくさんご用意しています。

森林・林業について理解するワークショップ、植樹や丸太切
りなどのウオークラリーを通して楽しく学んでください。

また、 「庭のパピリオンゾーン」では、自治体共同出展とし
てテレワークと燃料電池の庭を組み合わせた新しい生活を実現
する、未来公園の機能と可能性を提案します。

職場を離れ『公園を働く場所に』をテーマに、親がテレワー
クスペースで仕事しながら、周辺で子どもを遊ばせることも実
現可能です。

ここで使用する電源には水素による燃料電池を設置しており、
災害時には独立電源としての防災機能も作ります。

将来の自然環境を守り、育て、そして活かしていく
「ゆめの未来公園」を体感しに来ませんか?

公園っくりの維新も山口県から始まります!

山口ゆめ花樽
2018.9.14(金)一川.4(日)

山口きらら博記念公園

0会場 山口きらら博記念公園(山口市阿知須)
0開催時間 有料エリア9: 00"'21 : 00 無料エりア9: 00'" 17 : 00 
0入場料 (大人)当日 1，200円・前売900円 (高校生)当日800円・前売600円

(小・中学生)当日600円・前売500円 (小学生未満)無料
※山口県内の学校行事であれば無料

|ゆめ桔博

詳しくはネットで検索!

メインキャラクター ザポートキャラクター

やまりん ちよるる

田沼田

湾指
田品幽
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-基盤的施策の推進共通的第7章

D 環境影響評価の推進
環境影響評価(環境アセスメント)とは、大規模な開発事業の実施前に、事業者自らが事業による

環境影響について調査、予測及び評価を行うとともに、その結呆を公表し、地域住民等の意見を聴き、

環境保全に配慮しようとするための仕組みであり、環境の保全を図る上で、極めて重要なものである。

県では、環境影響評価法(以下「法」という。)及び山口県環境影響評価条例(以下「条例」とい

う。)に基づき、環境影響評価の手続きの実施を義務付けている。

また、法及び条例の対象規模に満たない事業のうち、県が実施する公共事業については、「環境事

前チェック制度」に基づき、事業部局において、計画立案等の段階から自主的に環境配慮に関する

チェックを行っている。

平成29年度は、法対象事業4件及ぴ条例対象事業1件に関する審査等を行うとともに、公有水面

埋立法に基づく埋立案件3件について必要な指導を行っている。また、県の公共事業1，987件(維持

管理事業及び緊急を要する災害復旧事業を除く全ての事業)について、事前チェックを行っている。

今後も、法及び条例等に基づく適切な指導、審査を行うとともに、「環境事前チェック制度」の活

用により開発事業等における環境配慮の推進を図ることとしている。

環境膨響評価制度における主な手続の流れ表7-1

住民、市町、県からの環境保全上の意見

工
事
者
下

つ13。
環境影響評価

|環境保全措置の検討

/戸-.....

τz環

3讐
手gzh 
日告幕。
誕盟
定百
¥ー/

事
業
計
画
の
立
案

事
泣
背

共
通
的
・
基
盤
的
施
策
の
推
進

0事業者
・事業の位置・規模等に係る計画の立案段階における環境影響について検討した「配慮書」を公表し、住民
等の意見や知事意見を聴いた上で、事業計画に反映させる。

-調査手法等を記載した「方法書」を公表し、住民等の意見や知事意見を聴いた上で、環境影響評価を行う。
・環境影響評価の結果を記載した「準備書」についても公表し、住民等の意見や知事意見を聴いた上で「評
価書」を作成する。
. I評価書」に記載されたとおり、環境に配慮した事業を行う。
-工事着手後の環境への影響を把握するための事後調査等を行う。

O住民等
. I配慮書」、「方法書J及び「準備書」の各段階において、 事業者に対し、環境保全に関する意見を述べる
ことカ雪できる。

0県
・「配慮書」、 「方法書J及び「準備書」について、 学識経験者等により構成する「山口県環境影響評価技術
審査会」や関係の市町長の意見を聴くとともに、必要に応じ公聴会を開催し、住民等から直接意見を聴い

た上で、 事業者に対し環境保全に関する意見を述べる。
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|2.環境に配慮した取組の推進 | 

(1 ) 県民・民間団体の取組の促進(支援)

県民一人ひとりのCO2排出量の削減対策や省エネ・節電に向けた取組を促進するため、「環境や

まぐち推進会議」等と連携・協働し、「ぷちエコやまぐち」を合言葉にノーマイカー、クールピズ

やライトダウン等のCO2削減県民運動を推進している。

また、環境学習推進センターにおいては、様々な環境情報の提供や人材育成などを通じ、県民、

NPO、民間団体等の活動を支援している。

その他、住宅に対する省・創・蓄エネ県産品の導入に対する補助制度や、融資制度等により、家

庭における環境配慮の取組を促進している。

(2) 企業等の取組の促進(支援)

県内の中小企業者等の環境やエネルギー対策への積極的な対応を促進するため、(公財)やまぐ

ち産業振興財団における経営・技術相談をはじめ、融資制度の充実等、中小企業における環境配慮

の取組を支援している。

E~苦~，j)Jl::r~ ~ ~ [i}lJl~-'~ε主主f;ol]I駐畢s2'吉主ì~~~~iJ1土 )1_____  _ 

(1) 公害苦情の処理体制 衰7-1 公害苦情の処理体制 (H却.4月現在)

公害に関する苦情は、住民の生活に密着し

たものが多く、迅速かつ適切な処理及ぴ解決

を図ることが必要である。

このため、県及び市町では、公害苦情相談

員の選任など、公害苦情を処理する組織の整

備、充実を図っている。
県

区分

本 庁

出先機関

計

公害苦情処理事務を行う職員

公害苦情
その他 合 計

相談 員

2 6 8 

15 32 47 

17 38 55 

(2) 公害苦情の発生状況 市
本庁 34 60 94 

平成29年度の公害苦情の新規受理件数は、

687件である。

公害の種類別にみると、大気汚染、水質汚

濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭の

町
出先機関

計

i口L 言十

2 48 50 

36 108 144 

53 146 199 

「典型7公害」に関するものが全体の70.0%を占め、この中では、大気汚染が最も多く、次いで水

質汚濁、騒音・振動、悪臭の順となっている。

なお、残り 30.0%は、廃棄物の不法投棄などに関するものとなっている。

(3) 公害苦情の処理状況

平成29年度の処理すべき公害昔肩は、699件(新規受理687件、前年度からの繰越12件)であり、

その処理状況は、直接処理(解決)したもの6∞件、他へ移送したもの7件、本年度に繰り越され

たもの9件、その他83件となっており、処理率(処理すべき昔肩件数から他へ移送した件数を減

じたものに占める直接処理(解決)件数の割合)は、 86.7%となっている。

(4) 公害紛争の処理

86 

公害の規模が広範囲にわたる場合や、被害が人の健康、生命又は財産に影響を及ぼすような場合

には、その因果関係や行為の差止め、損害賠償等を巡って当初から公害紛争を生じることがある。

このような紛争を、 一般的な訴訟手続よりも簡便に、かっ、迅速・適正に解決するために、 県は、
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公害審査会を設置し、当事者から申請があった場合に、あっせん、調停及ぴ仲裁を行うこととして

いる。これまで公害審査会が受理した公害紛争の事案は、 4件あるが、昭和54年度以降はない。

単独発生 複合発生

区分 合計 水質
水質 水質 悪臭 水質+その他

悪臭 害虫 + + + 悪具+汚濁
悪臭 害虫 害虫 害虫

豚 。。。。。。C 。。
採卵鶏 5 2 1 1 。。。1 。
プロイラ』 1 。。。1 。。。。
乳用牛 2 2 。。。。G 。。
肉用牛 1 。1 。。。。。。
ミツバチ 。。。。。。。。。
合計 9 

4 2 1 1 。。1 。
7 2 

平成29年度普情の種麺別・膏種別発生件数表7-2
(5) 畜産関係苦情処理の状況

農林(水産)事務所畜産部を中心とした「資

源循環型畜産推進指導協議会」による巡回指導

を実施し、畜産農家の実情に即した処理及び利

用技術の普及を図り、環境汚染の発生防止に努

めている。

苦情の種類別発生件数は、水質汚濁4件、悪

臭2件、害虫 1件、水質+悪臭が1件、水質+

悪臭+害虫がl件である。

(6) 警察における公害苦情の受理及び処理の状況

平成29年に警察が受理した公害苦清の件数
(交通公害・騒音公害に係るものを除く。以下同じ。)は、 513件であり、平成28年 (469件)と比
較して44件増加している。

受理した公害苦情の処理状況については、 90件を検挙したほか、軽微なものは警察官による警
告・指導・注意などで処理されている。

計その他措置不能検挙

平成29年警察における公害苦情処理状況

話し合いの|警告・指導
あっせん | 註意

9 148 
(1.8) (28.8) 

表7-4

種類

件数(件)
構成比(%)

513 
(100.0) 

50 
(9.7) 

216 
(42.1) 

90 
(17.5) 

(7) 警察における環境事犯の取締り状況

平成29年に警察が検挙した環境事犯は、 118件 149人で、平成28年 (107件、 118人)と比較す
ると 11件・ 31人増加している。 共

通
的
・
基
盤
的
施
策
の
推
進

表7-5

IIJ調査研究、監視・測定の充実
(1 )環境保健センター

大気質、水質等に及ぼす環境汚染要因を科学的に究明するため、長期的な計画に基づいて調査研

究を行っている。

(2) 農林総合技術センター

県民の安心・安全、環境保全、地産・地消への意識の高まり、産地問競争の激化、農政改草など
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の課題に対応するため、農林業関係の試験研究機関等の総合力を発揮し、試験研究、高度技術普及、

人材養成を一体的に推進している。

(3) 水産研究センター

「水産資源の管理・回復」や「漁場の開発・整備」、「漁場環境の保全」、「水産物の利用加工」等の

調査研究、技術開発に積極的に取り組んでいる。

(4) 地方独立行政法人山口県産業技術センター

環境関連法令に準ずる環境マネジメントシステムを構築・運用し、環境負荷の低減に直接あるい

は間接的に影響を及ぼす産業技術分野の試験研究を実施している。

また、県内中小企業、関係機関等の環境保全に関する技術支援や意識の普及・啓発を図っている。

|5.環境情報の収集と提供 | 

環境白書や環境ホームページ等による情報の提供・発信を行っている。

(1 ) 環境ホームページ「やまぐちの環境」

県民、事業者等の環境問題に対する理解と認識を深め、環境の保全と創造に向けた自主的な取組

を促進するため、環境の現状と課題、県の環境関連施策やエコツーリズムなどの自然関係情報や大

気・水質の最新環境調査結果など、幅広い情報等を提供している。

(2) 快適環境づくりシステム(地理情報システム (GIS))

各種計画の策定や開発事業を実施する場合、事前に地域の環境特性を把握し、対策を検討して環

境への影響を少なくすることが必要である。

このため、県の地形、水系、動植物の分布、土地利用、公害規制区域等地域の環境を構成してい

る自然的・社会的条件を画像化した地図情報をこのシステムを通じて提供している。

|[;1国際協力の推進 | 

(1 ) 山東省との環境技術交流

県及び山東省相互の環境技術交流を促進するため、平成4年度から環境分野に携わる技術者を受

け入れ、県、企業等において専門研修を実施している。また、県からも技術指導者を派遣し、技術

交流を進めるなど、地域レベルでの環境保全及び国際協力を推進している。

平成29年度は、山東省から7名の技術者を 10日間受け入れ、環境保全交流25周年記念講演や行

政研修、企業視察等を実施するとともに、県から 5名の技術指導者を4日間派遣し、環境保全交流

25周年記念シンポジウム(山東省環境保護庁)に参加するなど情報交換を行っている。

(2) 日韓海峡沿岸県市道環境技術交流
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日韓海峡沿岸県市道(山口県、福岡県、佐賀県、長崎県及び釜山広域市、全羅南道、慶尚南道、

済州特別自治道)聞の共同繁栄と友好増進を図るとともに、環境技術等の相互交流を促進するため

「日韓海峡沿岸県市道環境技術交流会議」において、環境保全・公害防止等に関する共同調査を

行っている。平成29年度は、県から5名を慶尚南道に派遣し、共同調査等に関する協議を行っている。

また、本年度から、「地下水の成分等調査と日韓比較」と題して、地下水の保全管理及ぴ水資源

利用に向けた共同調査を実施している。
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1 山口県環境基本計画に掲げる数値目標

数値目標等
環境指標

基準値(年度) 現況(H29年度) 目標値(年度)

(1 再生可能エネルギーの導入促進・地琢温暖化対策の推進》

①太陽光発電(一般家庭等)の導入 113，但8kW (H24) 456，949 kW (9月時点) 225，0∞kW (H32) 

②太陽光発電(メガソーラー)の導入 11，0∞kW但24) 314.1日kW(9月時点) 100，0∞kW (H32) 

③中小水力発電の導入 25か所(H24) 40か所 33か所(H32)

④バイオマス(発電)の導入 80.1侃kW但24) 86.605 kW 84.146 kW (H32) 

⑤バイオマス(熱利用)の導入 107か所 (H24) 141か所 148か所(H32)

⑥山口県地球温暖化対策実行計画に基づき、県内の温 4，934万t-C02(H17) H17比14.4%削減(HZl) H17比四.4%削減(H32)
室効果ガスの排出を削減

⑦県庁における二酸化炭素排出量の削減 30，903 t但24) H24比0.796削減 E四比5%削減(H29)

@適切な森林整備 田五回ha(H16-回4) 16.187 ha (H25-H28) 日，400ha (H25-H32) 
-スギ・ヒノキ人工林の森林整備量

⑨バイオマス(林地残材)利用率

⑮EV等次世代自動車
15% (H24) 34% 50% (H沼)

(当該年の新車販売台数に占める割合)

⑪ EV用急速充電器
~基(幽)

1
143基 ~基 (H沼)

(2 循環型社会の形成》

①1人1日当たりの家庭排出ごみ排出量 557 gl日(H23) 529 gl日(H28) 520 gl日(H32)

②一般廃棄物のリサイクル率 27.9% (H23) 30.996 (H28) 35% (H32) 

③一般廃棄物の最終処分量 51千tl年(H23) 25千tl年 (H28) 27千tl年 (H32)

④産業廃棄物の総排出量 8.179千tl年 (H却) 7，972千tl年 (H25) 7，850千tl年 (H32)

⑤産業廃棄物のリサイクル率 55.096 (H20) 55.6% (H25) 56.0% (H32) 

⑥産業廃棄物の最終処分量 必3千tI年 (H20) 332千tI年 (H25) 330千tI年 (H32)

⑦ダイオキシン類排出量 40.9 g-TEQI年(H9) H9比99%削減 H9比田%削減住四)

③県内で開催される大規模イベントに合わせ、「県民一 「山口ゆめ花博」の開

斉環境美化活動促進期間」を設定 催前に行われる「や

(大規模イベントが開催きれない場合は、当該年度 まぐちボランティア

の重点取組を定め、その取組内容に即した期間を設
チャレンジ」の推進
期間に合わせ、 4月1

定) 日-8月31日に設定

(3 いのちと暮らしを支える生物多様性の保全》

①世界ジオパーク認定件数 0件但24) 0件 1件 (H32)

②希少野生動植物種保護支援員数(累計) 741人(H24) 825人 1;側人(H詔)
資料

③烏獣保護区指定筒所数 81か所(H25) 81か所 現状維持(H28)

④特定外来生物確認数 17種(H24) 19種 新たに定着させない

※新たに定着した種 (H32) 
はなし

⑤水源の森の整備 22，054 ha旧民) 26，379 ha 28，∞Oha(H沼)

⑥l人当たりの都市公園の面積 14.0 rrll人(H24) 15.1 rrll人 15.8 rrll人(H32)

⑦豊かな流域づくり取組箇所数 3か所(H25) 5か所 8か所 (H32)

⑧エコやまぐち農産物認証件数 2卯件(H23) 555件 500件但沼)

①生物多様性の認知度 28.6% (H24) 54.696 75.0%以上(H32)

⑩エコツーリズム推進団体数 1団体(H25) 1団体 5団体(H32)
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(4 大気・水環境等の保全》

①大気、水質等の環境基準の達成・維持

口大気関係

-二酸化硫黄 10096 (H24) 100% 100% (H32) 

-三酸化窒素 10096 (H24) 10096 100% (H32) 

-一酸化炭素 10096 (H24) 10096 100% (H32) 

口水質関係

-海域(COD) 72.296 (H24) 66.796 100% (H32) 

-河川J(BOD) 95.296 (H24) 95.296 10096 (H32) 

-湖沼(COD) 81.896 (H24) 63.696 100% (H32) 

ロダイオキシン類 10096 (H24) 100% 100% (H32) 

口その他、地下水、騒音、土壌汚染等の環境基準の 継続実施中

向上
〔調査項目〕航空機騒音、新幹線騒音、道路騒音、

地下水汚染、土壌汚染

②ダイオキシン類排出量【再掲1 40.9 g-TEQI年(H9) H9比99%削減 I H9比9州峨(H32)
③PM2.5に係るきめ細かな情報提供や広域的な汚染状 継続実施中

況の把握

④環境放射線対策については、固の示す実施計画に |継続実施中

沿って、環境試料の採取、測定・調査を実施

(5 環境関連産業の育成・集積》

①水素ステーションの設置 0か所(H24) 1か所 4か所 (H32)

②水素利用量 0万NIrl(H24) 34.α氾NIrl 'l:l万Nrrl(H32) 

③EV等次世代自動車 1596 (H24) 3496 5096 (H32) 

(当該年の新車販売台数に占める割合)【再掲】

④EV用急速充電器【再掲】 |ぉ基 (H担) |開基(四)

(6 環境に関する人づくり・地域づくりの推進》

①環境学習指噂者パンク登録者数 168人但24) 142人 m 人 (H32)

②環境学習参加者数 57，273人但24) 白，943人 白，000人 (H32)

③自然環境学習参加者数 11，467人但24) 10，322人 13;卿人 (H沼)

④こどもエコクラブ数(累計) 1;但2団体(H24) 1，139団体 1.200団体 (H32)

⑤IS014001取得等団体数 324団体(H24) 292団体 4∞団体(H32)

⑥農山漁村交流体験人口 358万人(H24) 411万人(H26) 4∞万人(H28)

⑦中国・韓国との技術研修員等の相互交流数(累計) 191人但24) 262人 280人 (H32)

⑨県内で開催される大規模イベントに合わせ、「県民一 「山口ゆめ花博」の関

斉環境美化活動促進期間」を設定 催前に行われる「や

(大規模イベントが開催きれない場合は、当該年度 まぐちボランティア

の重点取組を定め、その取組内容に即した期間を設 チャレンジ」の推進

定)【再掲】 期間に合わせ、 4月l
日-8月31日に設定
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2 平成30年度環境保全対策関係予算
(単位:千円)

施策
所管

新
事業名

H30年度予算額
事業概要

体系 廃 H29年度予算額

環境政策課 やまぐちスマートエネ
。
ぶちエコやまぐち推進事業に統合

廃
ルギー促進事業 -・・・・・・・-------------------------

7.034 

くらしの省エネ促進事
。
ぶちエコやまぐち推進事業に統合

廃 -・・・・・・・-------------------------業 4.'侃l

ぶちエコやまぐち推進 17.308 CO2削減県民運動による省エネ・節電の普友啓発、
新 事業(普及啓発、民生 -・・・・・・・-------------------------家庭・事業所の省エネ診断の推進、自転車・次世代
部門、運輸部門) 。自動車の利用促進等を実施
オゾン層保護対策事業 283 

-・・・・・・・-------------------------
フロン等の環境濃度調査やフロン類回収業者等に

367 対する指導を実施

1 
水源の森保全酸性雨影 786 酸性雨による森林や湖沼への影響を把握し、保全
響調査事業 -・・・・・・・-------------------------や将来予測等に役立てるために、モニタリング調査

再生
261 を実施

森林企画課 森林バイオマスエネ
。
木材利用加速化事業に統合

可能 廃 -・・・・・・・-------------------------ルギー活用促進事業 26.'α)() 
.:r. 
ネ

木材利用加速化事業 60.244 森林の整備や地域における“エネルギー地産・地Jレ 消"を推進するため、繁茂する未利用竹資源を把握
ギ 新 (うち「森林パイオマ -・・・・・・・-------------------------するとともに、間伐材や未利用竹材等のエネルギ}

ス生産施設等事業J) 。
利用に必要な機械・施設の整備を支援

の

量導入 住宅課 県営住宅建設事業(地 1ρ55 県営住宅の団地内の街灯について太陽光発電によ
取毘暖化対策関連事業)-・・・・・・・-------------------------る街灯を部分的に設置し、自然エネルギーの活用を

593 PR (1団地l基)

地 電気工水謀 太陽光発電モデJレプラ 沼4 太陽光発電に関する技術的データやノウハウを蓄
ント事業 -・・・・・・・-------------------------積するため、宇部丸山ダムの湖面に浮かべた筏に設

285 置した太陽電池により実証試験を実施

平淑発電所建設 23.'α)() 
-・・・・・・・-------------------------

地域資源を活かした新たな電源開発となる平瀬発

63.'α)() 電所の建設を推進
の

水力発電所リパワリン 低廉かっ安定供給に優れた「水力発電」の供給力
推進 26瓜氾

グ推進事業
++++++++++-++++++++-+++++++++++++  

向上を図るため、全国に先行し、既設水力発電所の

18.'α)() 
設備更新に合わせたリパワリング(水車ランナ、発電
機コイルの改造等による出力向上)を計画的に実施

小水力発電開発技術支 1.'αm 小水力発電所の開発等を通じたノウハウを活かし、
援事業 -・・・・・・・-------------------------市町や公共的団体等に対して、小水力発電開発に関

1.500 する技術支援を実施

水力発電魅力発見事業 5.'α)() 発電所見学ツアーやフォトコンテストの開催など

-・・・・・・・-------------------------水力発電の魅力発見につながる取組みを行い、水力
3.'α)() 発電への理解・啓発を促進

廃棄物・リサイ 産業廃棄物適正処理推 産業廃棄物の適正処理を推進し、県民の安心・安全
クル対策課 進事業 を確保するため、監視パトローJレ等による不適正処

100.382 理の未然防止と関連事業者の優良化に向けた取組を
推進
-監視パトロール班等による不法投棄等の監視 意

2 -夜間、休日等の監視パトロールの実施

-・・・・・・・------------------------- -情報収集のためのフリーダイヤルの設置
. I不法投棄等連絡協議会」の設置・開催
'PCB廃棄物の適正処理の推進

102.552 -事業者を対象としたセミナ一等の開催
-優良産廃処理業者における多様な人材の確保・

の 育成を支援

形成 海岸漂着物等地域対策 46.964 海岸漂着物処理推進法に基づき作成された地域計
推進事業 -・・・・・・・-------------------------画に沿って実施する海洋ごみの回収・処理や発生抑

57.324 制等の取組を支援

やまぐちの美しい海づ 4.453 
-・・・・・・・-------------------------

離島をフィーjレドとした海洋ごみの実態把握と発
くり促進事業 4.710 生抑制対策を実施(農林水産部事業との連携)
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(単位:千円)

施策
所管

新
事業名

H30年度予算額
事業概要

体系
4・+・←骨--・ + 骨骨骨・ + 骨骨骨 --骨骨骨 +

廃 H29年度予算額

2 道路整備課 舗装補修事業 811，0∞ 破砕や切削により発生した建設副産物を再資源化
--← ← --ー + ←-- ー+←+一一+→+ー

868，237 施設へ排出し、再生資材として活用

生活環境課 環境犯罪対策事業(刑 626 産業魔棄物不法投棄など、悪質な環境犯罪の端緒
事警察活動費の一部) 情報収集活動と重点的取締りの実施による廃棄物の

5筋 適正処理を推進

自然保護課 鳥獣保護区等設置事業 6，251 多様な野生鳥獣の生息環境保全を図るため、烏獣

6，401 保護区、特別保護地区の指定を実施

鳥獣保護推進事業
2.1詔 野生鳥獣との共生の重要性について普及啓発を実施

-傷病鳥獣の保護
→+←骨+→ → +骨 + ・ →+骨 +←→+骨 +←

-愛鳥行事及び愛烏モデル校の育成

2，206 -野生鳥獣生息調査
-烏インフルエンザウイルス野鳥保有状況調査

ツキノワグマ保護管理 3，053 絶滅が危倶されているツキノワグマについて、第
対策事業 一種特定鳥獣保護計画に基づき、県民の生命財産を

3，053 守りつつ適切な保護を実施

野生鳥獣適正管理事業 3，422 ツキノワグマ、ニホンジカの適切な保護管理のた

1，155 め、生息状況調査を実施

3 
廃
狩猟対策事業

。
鳥獣保護区等設置事業に統合

1ρ 259 
の

放鳥事業 8.086 狩猟資源の保護増殖を図るため、鳥獣保護区等へち →+←骨+→→+骨+・→+骨+←→+骨+←

と 9，6防 のキジ、ヤマドリの放烏を実施

暮ら
野生鳥獣管理対策強化 45，734 シカやサJレなど生息数が増加している野生鳥獣の
事業 捕獲の一層強化及び捕獲の担い手の確保・育成を実

主
53，7弼 施

自然公園保護管理事業 14.1飽 自然公園管理員の設置等により、 県内の自然公園
生る の適切な管理を実施14，201 

利用施設維持補修事業 8，302 自然公園施設の快適な利用のため、補修等を実施
→+←骨+→→+骨+・→+骨+←→+骨+←

3，054 

の 中国自然歩道管理事業 3，370 県内の中園自然歩道の快適な利用を図るため、草

保全 刈りや清掃、パトローJレ等を実施3，370 

秋吉台固定公園管理事 1，姐O 秋吉台の自然景観保持のため、 「山焼き」の運営
ーーーーーーーーーー・ーーーーーーーーーー

業 1.6∞ 費等について負担

固定公園施設整備事業 34，0∞ 固定公園等の利用の増進を図るために施設整備を実
施

21，752 -北長門海岸固定公園

自然環境保全地域等対 1，121 緑地環境保全地域の管理等並びに「やまぐちの豊
策事業 かな流域づくり構想(橋野川モデル)Jの進行管理

1，223 を実施

生物多様性保全対策推 6，915 県の野生動植物の状況を明らかにし、県民に最新
進事業 一 ←+→→←←←→→→←←+→ - -←+一一 情報を提供することにより、協働して生物多様性の

8，∞o 保全を推進

廃
自然保護思想普及啓発

。
やまぐち自然環境学習推進事業

事業
←←+骨→←←骨骨→→←骨+→→+骨+←→

219 

きらら浜自然観察公園 49，536 野鳥を中心とする多様な生態系を保全するととも
管理運営事業 ←←+骨→←←骨骨→→←骨+→→+骨+←→

に、野鳥観察、自然観察等による自然保護について

49.536 
県民の理解を深めるための運営を行い、自然環境学
習を推進
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(単位:千円)

施策
所管

新
事業名

H30年度予算額
事業概要

体系
4・←ー--・骨骨骨骨骨骨骨ーー+←・ーー骨骨・←

廃 H29年度予算額

農業振興課 安心・安全農作物づく
14却2

食の安心・安全や環境保全等の消費者ニ」ズに対
りサポート事業 応するため、農薬の適正な使用についての啓発活動

や農薬の残留分析、立入検査を強化するとともに、

ぬ倒5 農作物の生産段階における有害物質などの排除や抑
fljfJなど、総合的な農作物のリスク管理対策を実施

環境にやさしい安心・ 日，900 県民から期待される安心・安全な農産物の供給を
安全な農業推進事業 →←←--ー+←+一一---ー--→+ー← 拡大するため、環境にやさしい農業生産技術の普及、

3 
41.032 生産工程管理手法の推進の一体的な取組を実施

It， 農村整備課 農業農村地域活性化総 2.481.977 農地の荒廃や集落機能の低下が危倶される農村地

の 合対策事業 域において、農地の維持に必要な共同活動を支援し、

ち 2，487，977 農業農村の活力を創出
と

暮ら 森林企画課 やまぐち森林づくり普
2，6時

やまぐち森林づくりピジョンを着実に推進するた
及促進事業 め、 「やまぐち森林づくり県民税」を活用した事業

主ぇ
→←←--ー+←+一一---ー--→+ー← の推進に必要な協議会の開催や、水を守る森林の大

2，782 切さの理解促進を図るため、森林づくり体験活動等
を実施

る
森林整備課生 森林活力再生事業 316，位5 荒廃した人工林の強度間伐及び繁茂竹林の伐採等

を一体的に実施することで、水源かん養や山地災害
323，442 防止機能等、森林の有する公益的機能の回復を実施

地竣が育む豊かな森林 回，氏x) 中山間地域の振興に向けた里山の整備など、地域
の づくり推進事業 の課題を踏まえ市町等が独自に取り組む多様できめ
保全 関，側 細やかな森林整備を支援

水産援興課 内水面漁業振興対策事業 12，571 ブラックパスなど外来魚の駆除、カワウの防除対
→←←--ー+←+一一---ー--→+ー←策、資源増殖対策としての調査・研究を実施するこ

11，~泌 とにより、内水面漁業を振興

漁業生産増大推進事業 11，952 河川・沿岸域の環境を保全し、円滑な水循環を確
(うち藻場干潟域の再 保することで多様な水産生物を増産
生保全) 12.186 

河川謙 広域河川改修事業 2，391，銃刀 多様な生物で構成される河川環境の保全と形成を
図るため、変化に宮んだ水辺やみどりの川づくりを

2，318，400 推進

環境政策課 大気汚染監視指導事業 10，926 大気汚染防止法及び県公害防止条例等に基づき、

3，527 関係工場事業場の監視、指導等を実施

大気汚染常時監視事業 101，524 PM2.5などの大気汚染物質について、越境汚染の一+←+一一+→+ー--→+ー←+→→+←
106，027 影響も考慮し、常時監視を実施

有害大気汚染物質環境 2，232 有害大気汚染物質について環境調査を実施
4 調査事業 2.742 

大気
騒音振動悪臭対策事業 818 騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法に基づく規

制地域の指定や調査指導を実施730 

事華
基地公害対策事業 826 岩国基地周辺において、航空機騒音に係る環境基→+骨+←→+骨+←・+骨+←←+骨→+←

準達成状況等を把握するための調査を実施826 

水質環境保全推進事業 閉鎖性水域である瀬戸内海に流入する汚濁負荷量の 4却

保全 →+骨+←→+骨+←・+骨+←←+骨→+← (COD、窒素、りん)を削減するため、総量削減

478 
計画の策定並びにその進捗状況の把握と汚濁負荷量
の効果的・計画的な削減の指導を実施

意

公共用水域水質調査事 34回4 公共用水域及び地下水の環境基準の維持達成状況一+←+一一+→+ー--→+ー←+→→+←
業 37，611 を把握するための調査を実施

水質環境監視事業 5，859 海水浴場調査、底質調査及び瀬戸内海の広域調査

6，297 
並びに生活排水の適正な処理について普及啓発を実
施
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H30年度予算額
事業概要

体系
4・ - ーーー・ - ー - ー +← ・ーー骨 骨 ・←-- -・ 時

廃 H29年度予算額

環境政策課 水質土壌汚染対策指導 2.263 工場 a事業場における水質汚濁防止法、瀬戸内海
事業 環境保全特別措置法、公害防止条例に基づく基準の

→ →+骨 + ・ →+・ +← ・ + 骨+← ← + 骨→ ←

2，507 
遵守状況の調査及び土壌汚染対策について適切な指

導を実施

化学物質環境汚染実態 1，366 環境中の化学物質の挙動及び残留性の実態調査を
ーーーーー 申 ーー + ーーーーーーーーーーーー

調査事業 1，7羽 行うとともに、化学物質の環境中への排出量を把握

ダイオキシン類削減対 15.1却 ダイオキシン類削減対策を推進するため、特定施
策総合調査事業 設等の立入検査、発生源の周辺環境調査を実施する

15.1却
とともに、常時監視の実施により環境基準の達成状
況を把握

環境ホルモン実態調査
。
環境ホルモンの存在状況を把握できたことから

廃 +ー+←-- ー-- -ー - -→ + ー←+→→←

事業 345 廃止

環境放射能水準調査事 34，423 環境中の放射能や放射線の測定を実施
ーーーーー 申 ーー + ーーーーーーーーーーーー

業 8.143 

生活衛生課 水道施設整備促進事業 111，761 市町等が行う老朽化した水道施設の更新や耐震化

16∞5 の取組に対する支援
水道衛生指導事業

247 
水道整備計画、水道事業等に係る琵可、指導監督、
水道施設に係る維持管理指導を実施
飲用井戸の実態把握、飲用井戸等設置者からの相

4 247 談、改善指導、汚染された飲用井戸に対する措置を
実施

気大 農村整備課 農業集落排水事業 54.227 農業集落内のし尿、生活雑排水等の汚水処理施設
→→←骨+→→+骨+←→+骨+←・+骨+←

を整備
115.975 -下回万地区ほか 6地区

漁港議場整備課 水域環境保全創造事業 2.130 -沿岸水域の環境改善
--ー +←--ー ---ー --→+ー ←+→→

の 64，770 -藻場の造成(内海東部地区、内海中部地区)

保全 市町営漁業集落環境整 190.620 漁業集落内の生活排水や水産雑排水の処理施設を
備事業

→→←←--ー +←--ー ---ー --→+ー

整備(大井被港、奈古議員港、浮島源港)78，000 

地域水産物供給基盤整 1羽，492 -沿岸水域の環境改善
備事業 120.462 -藻場の造成(阿武萩地区、外海地区、内海地区)

廃
内海東部地区藻場造成

。
藻場造成が完了したため、内海東部地区水産環境

緊急対策事業 整備事業に移行15，529 

新
内海東部地区水産環境 13，762 -沿岸水域の環境改善
整備事業

→→←骨+→→+骨+・→+ー +←・+骨+←

-増殖場の整備(岩国市地先)。
道路整備課 交通安全施設整備事業 7.129，888 歩道の整備、交差点改良等の交通安全施設を整備
遭路建設謀

→→←←--ー +←--ー ---ー --→+ー

-国道187号ほか 24箇所4臼4.169

都市計画課 街路事業 2.1阻臼4 都市計画道路の整備により右折レーンの設置、道
路と鉄道の立体交差化等を図り、交通の円滑化を促

2，358.174 
進
-新山口駅長谷線ほか 1 3路線

流域下水道整備事業 4印，6筋 生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るた
め、流域下水道施設の整備を実施
-周甫流域下水道格化センター

471，750 -回布施川流域下水道涛化センター

過疎地域下水遭代行事 1，036，348 過疎地域の下水道整備を促進し、生活環境の改善や
業

→→←←--ー +←--ー ---ー --→+ー
公共用水域の水質保全を図るため、公共下水道施設

766，従犯
の整備を実施
-周防大島町(終末処理場、幹線管渠)

交通規制課 交通事故防止施設総合 956，990 管制エリアの拡充 ・高度化、 信号機の系統化、 最
整備事業 新の信号制御システムの導入、交通情報板等の藍備

1，049，892 を行い、交通の円滑化を推進
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骨 骨骨骨 骨骨 骨骨骨 骨 ・ーー骨 骨 ・← ---・ + ・←

廃 H29年度予算額

環境政策課 再生可能エネルギー関 。 ぷちエコやまぐち推進事業に統合
廃 連設備導入支援事業 一+←+一一+→+ー - -→+ー←+→→+←

37，314 

ぷちエコやまぐち推進 27，9回 県産登録された省・創・蓄エネ設備の住宅への導
新 事業(再エネ地産地消 入支援
プロジェクト) 。

廃棄物・リサイ 資源循環型社会形成推 資源循環型産業の育成支援や、県民総参加による
クル対策課 進事業 144斜2 ごみ減量化の取組により、環境負荷の少ない循環型

社会の形成を推進
→+ー+← ・ + 骨 +← ← + 骨→ ← ←骨骨→ → ← -廃棄物3R事業化の支援

'3R等推進施設整備費補助
143，お8 -リサイクル製品・エコ・ファクトリーの認定

'3R県民運動の活性化
-フードパンク活動への支援

新産業振興課 やまぐちバイオ関連産 27.182 本県の次世代を担う産業を育成するため、これま
新 業創出支援事業 でに培われた技術や産学公金連携によるネットワーク

5 。を活かして、バイオ関連産業の育成・集積を支援
次世代産業クラスター 41，朗O 次世代産業クラスター構想に基づく研究開発や事
構想推進事業 業化促進を目的とした体制を整備

42，∞o 

廃
水素全県協議会運営等

。
「水素先進県」実現促進事業に統合

の
事業

一 +←--ー +←+一一 ---ー --→+ー ←

育成
5_875 

積集
「水素先進県」実現促 66，415 水素全県協議会の運営及び、ものづくり企業の水
進事業 素利活用製品等の研究開発・事業化支援と再生可能

97，2∞ エネルギー活用型水素ステーションの設置を補助

水素サプライチェーン 1∞ぷ)() 水素利活用に関する県内企業の技術力を集めた水
技術開発支援事業 →+骨+→→+骨+←→+ー +←・+骨+←← 素サプライチエ]ン(製造・供給設備等)に係る技

1∞ぷ)() 術開発を支援

水素サプライチェーン 5.'α目。 地域連携・低炭素水素サプライチェーン実証(環
地域モデル検証事業 境省委託事業)における地域モデルの検証や、県内

5，α)() 外他地域への展開等を検討

水素関連技術支援拠点 お，α)() 県産業技術センターの技術支援機能を強化し、中
機能強化事業 小・中堅企業が行う水素利活用製品等の技術開発・

48.α)() 試作を支援

やまぐち次世代ペンチ 20，300 医療関連や環境・エネルギー分野での革新的技術
ャー創出支援事業 を活かした新事業に取り組む次世代ペンチャー企業

30.300 の円滑な立ち上がりを支援

次世代産業育成チャレ 回，印7 医療関連や環境・エネルギー分野において、先導
ンジアップ事業 的、先進的な研究開発グループの取組をアドバイザ

137，300 ー支援制度により支援

次世代産業育成・集積 5，543 医療関連や環境・エネルギー分野において、企業
促進事業 等の県内での設備投資・雇用創出等に繋がる戦略的

19.400 な研究開発・事業化を促進
意

産業戦略研究開発助成 48，863 補助限度額・期間ともに全国トップレペJレの補助
事業 一 +←--ー ---ー --→+ー ←+→+ー ← 制度により、企業等の安定的かつ計画的な研究開発

158，氏ぬ や事業化を促進

経営金融課 再生可能エネルギー導 624，∞o 太陽光発電設備の設置など、再生可能エネルギー
入資金 による発電等を行う中小企業者等に対し、低利かつ

645.500 
長期の資金を供給し、再生可能エネルギ}の利用促
進と地域経済の活性化(融資枠10億円)
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4・+骨骨骨・+骨骨骨--骨骨骨+・骨骨骨+

廃 H29年度予算額

ぷちうまやまぐ ぷちうま!やまぐち推 県内販売協力屑等において、代表的な農林水産物

ち推進課 進事業(うちぶちうま 。のうち、四季折々の句を感じさせる品目の販売促進を
廃
!やまぐちシーズンキ +ー+←--ー+←+一一+→+ー--→+ー 行う「ぷちうま!やまぐちシーズンキャンペーン」の実
ヤンベーン及びぶちう 施及び県産品を購入した消費者を対象とした「ぶちう
まIJ農林水産物ポイン 9.879 まl農林水産物ポイント制度」の実施により、フード
ト制度分) マイレージ縮減による環境に優しい取組をPR

5 ぷちうま!維新推進事 重点需給連携品目を中心とした県内販売協力庖等
業(うち、重点需給速 9.779 におけるフェア等の開催及ぴ各地域のファーマーズ

新 携品目を中心としたフェ マーケットを核とした生産者提案型の需要拡大によ
ア等の実施及びファー り、フードマイレージ縮減にも効果のある「地産・
マーズマーケットを活用 。地消」を着実に推進
した地産地消の推進分)

県産木材流通対策事業 。民間団体主導で専門技術研修等を実施する体制にの 廃
移行することに伴う事業の廃止

育成 774 

積集
やまぐち県産木材利用 92，0∞ 県産木材の利用拡大に向けて、品質の優れた優良
拡大総合対策事業 +ー+←--ー+←+一一+→+ー--→+ー 県産木材を利用した住宅建築に助成を行うとともに、

172，656 
公共建築物の木造化等を支援し、木材の地産・地消
を推進

畜産振興課 儲かるやまぐち和牛の 4，251 肉用牛の堆肥を地域内の農地に還元し、飼料作物
生産促進事業(うち資 を栽培・収穫・給与することで、既存資源を地域内
源循環型肉用牛経営育 で循環する体制づくりを構築しつつ、肉用牛の増頭
成) 4，却5 を推進

山口型低コスト畜産経 3飽 家畜排せっ物の適正管理及ぴ刷E利用を促進し、
営推進事業(うち家畜 環境汚染を未然に防止するとともに有機質資源とし
排せつ物の利用促進) 395 て地域における利用を推進

環境政策課 環境学習関連事業(※ セミナーパーク 県民、NPO、民問団体、事業者、行政等との連
セミナ」パーク管理運 指定管理料に含 携・協働のもと、多様な環境情報の提供、人材(環
営等事業に含む) む 境学習指導者)の育成・派遣・交流、学習プログラ

ム等の教材の作成 ・提供など総合的な支援による全
県的な環境学習を推進
また、県内の自然環境学習拠点施設と連携し、魅
力ある体験型環境学習講座を開催

6 自然保護謀 やまぐち自然環境学習 「つのしま自然館」及ぴ「秋台台エコ・ミュージ
推進事業 7.711 アム」に自然解説指導員を配置し、自然環境学習会

震 →→←骨+→→+骨+←→+ー+←・+骨+← や入館者に対する解説業務を実施
自然観察指導員の活用や「緑の少年隊」の育成等

す闘る
7，427 を通じて、自然環境の保全を図るための普及啓発活
動を実施

人づ
中山間地域づく やまぐちスロー・ツー 。新たな地域滞在型交流へと発展させ、人の流れの
り推進課 廃 リズム推進事業 →←←←→→→←←--ー+←+一一+→+ー創出による地域活性化を推進し、全県での展開を図

くり 7.610 るため

域地づ

体験型教育旅行受入拡 。新たな地域滞在型交流へと発展させ、人の流れの
廃 大推進事業 +ー←+→→←←←→→→←←+→--←+ー創出による地域活性化を推進し、全県での展開を図

4;α訓D るため

くり 森林企画課 県民参加の森林づくり 5，α)() 森林の果たす役割の重要性や森林整備の必要性と、
の 推進事業 +←←+骨→←←骨骨→→+骨+・→+ー+← これを支える「やまぐち森林づくり県民税」関連事

主 1，α)() 業の重要性を広く県民に周知啓発

地域森林づくり活動強 8，α)() 地域森林活動の強化に向け、森林ボランテイア団体
化対策事業

+ー←+→→←←←→→ー+←--ー---ー
8，α)() の人材育成や森林環境教育等の取組支援を実施

道路整備課 電線共同溝整備事業 21，α)() 電線類の地中化により、美しい町並みの形成や防
災性を向上

52，5∞ -一般県道新下関停車場稗回線
都市計画課 都市公園整備事業 454，238 都市公園の整備

+←←+骨→←←骨骨→→+骨+・→+ー+← -維新百年記念公園
叫8，299 -山口きらら博記念公園 ほか 3公園

みんなの公園にぎわい 4;印7 山口ゆめ花博を社会実験の場として活用した、
新 創出事業 +ー←+→→←←←→→ー+←--ー---ー民間のノウハウ等を活かし、新たな公園の利活用を。展開
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4 ・←ー_.・ 骨 骨骨骨 骨骨 骨骨骨 骨 ・←-_.・+← ・←

廃 H29年度予算額

山口ゆめ花博推 全国都市緑化やまぐち 。県民の緑化意識の更なる向上など、緑豊かな潤い
進室 廃

フェア開催準備経費
← ←骨骨→ → ←骨 + → →+骨 +←→+骨 +← ←

のあるまちづくりを一層加速化するため、平成30年
の第35回全国都市緑化やまぐちフェア(愛称:山口

6 7.544 ゆめ花博)の開催に向け、必要な準備を実施

霊 新
全国都市緑化やまぐち 101.187 山口ゆめ花博の開催に向けた、実行委員会による

←←←→→→←←-- ー+←+一一+→+ー←

フェア開催事業 。開催準備の実施
関する

新
都市緑化普及促進事 22.758 山口ゆめ花博を契機とした県民参加による緑化活

動の促進
人づ

。
全国都市緑化やまぐち 20.∞o 山口ゆめ花博を契機とした本県への観光の誘客に

くり
新
フェア推進事業

← ←骨骨→ → ←骨 + → →+骨 +←→+骨 +← ←

向けた広報宣伝活動。
域地つ

社会教育・ 青少年自然体験活動推 2.138 本県が全国に先駆けて独自に取り入れてきたOB
文化財課 進事業 S手法を活用し、自然体験とカウンセリングを組み

2.倒O 合わせた野外活動を総合的に展開

くり
博物館学校地域連携教 1.573 見虫教室、自然観察会等の体験的な学習等を通し

の 育支援事業(博物館普 ←→+骨 +← ← + 骨→ + ←骨 + → →+骨 + ・ → て、自然科学への興味を増進
推進 及教育事業) 1.791 

地域とともに歩む文化
2.883 

周南市が実施するツル渡来数回復事業の支援
財資源総合保存活用推
進事業(特別天然記念 一一+→+ー←+→→+←←+→ー+←-- ー

物八代のツJレ再生支援
3.183 

事業)

環境政策課 環境影響評価指導審杢 2.423 各種開発事業の実施に当たって、環境汚染の未然
事業 防止や開発と環境保全との調和を図るため、環境影

←→+骨+←←+骨→←←骨骨→→+骨+・→

2.423 
響評価法及び条例に基づき、事業者が行う環境影響
評価について指導・審査

地球にやきしい環境づ 。環境保全型施設を整備する県民、中小企業等に対
くり融資事業 し、金融機関と協調して磁資を実施

7 廃 一一+→+ー ←+→→←←←→→ ー +←--ー 住宅用太陽光発電システム等の整備に係る資金に

共通的

734.764 ついては、利子補給制度により太陽光発電や省エネ
製品の導入を促進

ぶちエコやまぐち推進 環境保全型施設を整備する県民、中小企業等に対

事業(地球にやさしい
527.556 

し、金融機関と協調して融資を実施

新 環境づくりプロジェク 住宅用太陽光発電システム等の整備に係る資金に

ト) 。ついては、利子補給制度により太陽光発電や省エネ
製品の導入を促進

の
山東省環境保全パート 中国山東省から環境保全技術研修生を受け入れて、

推進
2.160 

ナーシップ事業 環境問題の解決に向けた研修を実施するとともに、

2.400 
県からも技術指導者を派遣し、地域レベルでの地球
環境保全対策を推進

日韓海峡沿岸環境技術 1.お3 日韓海峡沿岸県市道聞の環境保全や相互交流促進

交流事業 1.393 のため、共同調査を実施

環境保全管理運営対策 11.809 環境保全に係る様々な管理運営を実施
←→+骨+←←+骨→←←骨骨→→+骨+・→

事業 10.298 意
厚政謀 調査研究事業 1.102 環境保健センターにおいて、環境に関する調査研

1.102 究を実施
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3 調査研究事業
(1 )扇境保健センター

PM2.5の環境基準超過をもたらす地域的/広域的汚染機構の解明 (H28~30年度)

PM2.5の汚染機構や発生源寄与を評価するため、国立環境研究所と各地方環境研究所が共同で汚染機
構を解明する。特に地域汚染をターゲットとし、県内でも年平均濃度が高い瀬戸内海地域で地域的・地
理的ファクターに着目した汚染メカニズムについて解析を行う。

植野川河口干潟(南海)における順応的取組推進に向けた調査研究 (H28~30年度)

植野川河口干潟(甫潟)における孟宗竹の活用や新たな網の設置方法を検討することにより、効果的
なアサリの保護育成手法を確立するとともに、干潟耕転が水質や底質に与える影響を調査研究する。

(2) 農林緯合技術センター農業技術部(農業試験場)

土壌機能モニタリング調査 (S54年度~)

県内農用地土壌における重金属等の含有率の推移を把握するため、調査地点を定めて4年おきに調査
を実施している。平成29年度は、県北部の8巡回の調査を実施した。
調査項目は土壌及び港概用水中の重金属である。

残留農薬に関する調査研究(S45年度~)

農薬の使用による河川等環境への影響について調査するとともに、新たな農薬の使用基準検討の調査
を行っている。
平成29年度は、植野川水系(山口市)の河川水における残留農薬調査及びまくわうりの農薬登録拡大
のための残留農薬調査を実施した。

土壌炭素等のモニタリング調査 (H25~32年度)

温室効果ガスの吸収源としての農地の評価等を行うため、県内70ほ場の土壌中炭素量等について同一
ほ場を4年ごと調査する。

(3) 水産研究センター

漁場環境監視調査(S47年度~)

瀬場環境と漁業生産との関連性を把握するため、山口県の日本海沿岸及び瀬戸内海沿岸の水質調査と
生物モニタリング調査を実施している

赤潮 ・ 貝毒及び新寄有害プランクトンに関する調査研究(H21年度~)

周防灘において、有害プランクトン及び員毒原因プランクトンの調査研究を行うとともに、瀬戸内海
西部豊後水道海域で山口、福岡、大分、宮崎、愛媛、広島の6県及び国立研究開発法人水産研究 ・教
育機構が共同して有害赤潮プランクトンのモニタリング調査を実施している。
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(4) 地方独立行政法人山口県産業技術センター

高粘性液体の霧化・乾燥の研究 (H29~ 30年度)

ミスト研削加工を実現するため以前開発したlO(mPぉ〕までの粘性液体を霧化できる技術をもとに、よ
り高粘度な液体の微粒化、乾燥を高効率にできる技術開発を行う。

めっき技術を応用したアルカリ水電解用電極の開発 (H29~30 年度)

アルカリ水電解により、効率良く水素を発生する電極の闘発を行う。その中で、めっき技術を用いた
実用サイズの電極の作製方法について検討する。

リサイクル性を有する部分強化樹脂成形品製造技術の開発 (H29~ 30年度)

樹脂成形品について、素材全体では無く必要な部分のみを、リサイクル可能な状態で強化する技術を
開発する。

吸湿による凝集を抑えたセルロースナノファイパー製造技術の開発 (H29~ 30年度)

セルロースナノファイパー製造時の水の使用量を低減させ、かつ吸湿による凝集を抑えたセルロース
ナノファイパー乾燥物の製造技術の開発を行う。

廃プラ残誼中の PET 選別及び泊化方法の開発 (H29~30年度)

廃プラスチック混合物からポリエチレンテレフタレート樹脂を有価物として回収し、樹脂の添加剤と
して再利用する技術開発を行う。

精密徴細気孔を有する多孔質セラミックスの開発と環境静化材料への展開 (H30年度)

多孔質セラミックスの鴻過性能に関するデータ収集をおこない、セラミックフィルターとしての用途
展開を推進する。

意
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(H30・4・1現在)

健康福祉センター
(環境保健所)
環境保健センター

農林総合技術センター

課
課
室

理
?
策

管

f
対

機
保
地

危

f
基

災

l
国

防
消
岩

中山岡地域づくり推進課

環境政策課
生活衛生課
廃棄物・リサイクJレ対策課
自然保護課

厚政課

商政課
新産業振興課
経営金融課

農林水産政策課
ぷちうまやまぐち推進課
農業振興課
農村整備課
畜産振興課
森林企画課
森林整備課
水産振興課
漁港漁場整備課

環境保全行政組織

審 会

自然環境保全審議会

置義

県

4 

)
 

a

冒・(
 

会査審害

技術管理課
道路整備課
遭路建設課
都市計画課
砂防課
河川謀
港湾謀
住宅課

電気工水課|

教育政策課
義務教育課
高校教育課
社会紋育・文化財課

生活環境課|
交通規制課|

|公営企業管理者|

教育軍署員会

県の環境行政体制(2) 

行政組織の変遷

衛生部公衆衛生課に公害係を設置
衛生部に公害対策室を設置
公害対策審議会設置
公害対策室を公害課に昇格
保健所に公害係を設置
衛生部に公害局を設置し、公害対策課、公害規制課を設置
衛生部に環境整備謀、農林水産部に自然保護課を設置
公害センター開設、公害調査船「せと」就航
環境部を設置し、公害対策課、大気保全謀、水質保全課を設置
徳山湾底質処理監視事務所を設置
環境整備謀、自然保護課を環境部に移管
大気保全課と水質保全課を統合して大気水質課とする
環境部と衛生部を統合して環境保健部とする
医務環境課に環境管理窒を設置
大気水質謀を環境保全課に改称
環境整備課と環境衛生課を統合して生活衛生課とする
公害センターと衛生研究所を統合して衛生公害研究センターとする
生活衛生課に廃棄物対策室を設置
環境管理室を環境保全課に移管
環境生活部に改組
環境管理室を豊かな環境づくり推進室と環境アセスメント室に改組
衛生公害研究センターを環境保健研究センターに改称
環境保全課を環境政策課に改組
廃棄物対策室を廃棄物・リサイクル対策課に昇格
県庁の組織再編に伴い、環境政策課環境保全室及び環境アセスメント室を班に改組

環境保健研究センターを環境保健センターに改称

昭和4年度
42年度

43年度
45年度
47年度
48年度

49年度

54年度
58年度
62年度

平成4年度
5年度
8年度
10年度
11年度
13年度

18年度

19年度

ア

100 



イ 環境生活部の部制樹す(平成8年度)後の環境行政組織の変遷

画豆面画豆面画垂面 画豆亘画亙亘 直亙圏直亙面画亙面画亙E
直重量盃劃一一一一→圃重量盃劃一→直重量盃望日 ?圏直重量目 ?自重曹重量目ー→亙重量垂直巳ー→亙亙聖画聖司
環境管理係 環境管理係 環境管理係 環境管理係 環境管理涯 環境管理延 環境管理恵

環境政策車 環境政策班 環境政策直 地球温暖化対策班

地域環境創造正在 地域環境創造瑳温暖化対策瑳

直垂盃盃重二コ 士気・似神間館大気'j(;手物質醐距大気・僻相即般
大気環境産 水環境j[ 水環境班 水環境涯
水環境班 環境7セスメント瑳裁境7セスメント直環境アセ見メント班
化学物質対策j[

|環境7セヌメント宣|

大気係
水質係

大気係
水質係

大気環境班
水環境産

|環境管理室 | 

企画産
審査涯

|公害'機乗爾査船せと|

直E豆豆豆E置E豆豆rn

医杢盃腫量四医杢璽璽量日

画亙面 画亙面 画亙面

軍主主璽璽E

直蓋壷董~----------------------------~重壷董~寸直蓋蚕豆III .w重重量目
指準係 指導荏指導j[ 指導j[

食肉衛生保 食品衛生涯
乳肉衛生係 乳肉衛生班
水道係 水遺産水道遊 水道草

|宜の安心・安全霊量室| 食の安心・安全推進liE

重量画面 画画面----->1刷・リザイ州飽| 刷・切符棚|
一般廃棄物対策車 喧Eエミッション推蹴広域指導瑳 広域指導瑳
産業廃棄物対策班 産量廃業物対策量 産業廃棄物対策斑 産業廃棄物指導班

適正処理推進産
廃棄物広域処理対策班 廃棄輯広域処酎髄 ゼロエミヲシEン推定自E 喧ロエミヲシ自ン推蹄

画亙E
-亙重量圃
環境企画葱
地球温瞬仰す策班

大気・f際物質環境車
水環境班
環境アセ見メント班

|公害・湯量蘭査動せと|

直亙轟重量固+圃益重重量固 骨量重重量固 ご3量醒重量目
自然保護保自然保護保 自然・野生生物保粧 自然・野生生物帳蹴
島獣保護保 野生生物係
自然公園係自然公園係 自然公園班 自然共生推進j[

ウ環境生活部各課の分掌事務

| 環境政策謀 | 

1環境の保全及rJ快速な地域環境の形成に係る基本
的施策の企画、調整及び推進に関すること

2環境基本前面の推進に関すること
3環境の状況及び環境の保全に関する施策について
の報告に関すること

4地聡且暖化対策の推進に関すること
5環境の管理に闘すること
6公害の紛争等の処理に関すること
7公害防止計商の策定及び准進に関すること
8大気の汚染の防止等に関すること
9騒音及ぴ振動の防止等に関すること
10悪臭の防止等に関すること
11化学物質の対策に関すること
12水質の汚濁の防止等に関すること
13環境影響評価の審査及び指導に関すること

-
0
4
 

誰E商

| 生活衛生課 | 

1奥行場、旅館及び公衆浴場に関すること
2理容師、美容師及びクリーニング業に関すること
3生活衛生関係営業の運営の適正化及rJ振興に関すること
4公衆浴場入浴料金の統制額指定に関すること
5墓地、埋葬等に関すること
6建築物における衛生的環境の確保に関すること
7水道に関すること
8飲料水の適否検査等に関すること
9安心で安全な食の確保に関すること
10食品衛生に関すること
11食品に関する表示に関すること
辺調理師、製菓衛生師及びふぐ処理師に関すること
13食肉の衛生に関すること
14化製場等に関すること
15動物の管理に閲すること
16動物愛護センタ}に関すること

|廃棄物 ・リサイクル対策謀 |

1廃棄物対策及びリサイクルの促進に関する
総合調整に関すること

2産業廃棄物に関すること
3一般廃棄物に関すること
4循環型社会の形成の推進に関すること
5浄化槽に関すること (浄化槽工事業者に関
するものを除く。)

6下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等
の合理化に関すること

| 自然保置限 | 

1自然保護の啓発に関すること
2自然環境保全地域、緑地環境保全地域及び自然
記念物の指定及び保全に関すること

3自然海浜保全地区の指定及び保全に関すること
4 自然公園の整備及び管理に関すること
5自然公園の保護及び利用計画に関すること
6鳥獣の保護及ぴ管理並ぴに狩犯に関すること
7希少な野生動物の保護に関すること(他の謀の
主管に属するものを除く。)

8環境緑化に関すること
9自然公園施設及ぴ自然観察公園に関すること

崎
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(3) 市町の環境行政

市区
所管部
環境保全担当隷

地球行動温暖酎寓化等対策
町分

廃棄物担当限 電話番号 FAX番号 環境関連条例 環境基本計画 環境白書

自然保穣担当思

環境 環境政策限 使13-252-7115 使協252-1329

計ク(一画リ般、運ー廃収搬ン棄控集)物進及処眼ぴ理

下岡市環境保全条例

韓罷75if
使13-252-7165 使13-252-19弱 下関

下策輔認家爾実盟居主〉怒市智u地前エm渇面音ヨ舗雌寺d(脇盛d区7〉域f4回諸世
下関

下市関 廃素物
環境

下闘

(許廃可棄格、物化適対槽正策)処限理、
下関

下関市環境基本計画 下関市環境白書
部 使E弘お:w978 083-25l己1329下関 る条例

下関
下関

(一環般纏境廃殴施棄関設物係稼処)理
下闘 闘する条

側13-252-1943 倒$お2-1956例
下岡市リサイクルプラザの設置等1:関する条例

自
環境政策課 併協252-7115 使13-お2-1329然

総合
パ都地成市イエ推オマ進ネルスグ産ギル業ーープ・使13&34-.'1245 0831辺2-aXJ8

環境

職務局 宇都市環境保全条例
宇都市廃棄物の処理友ぴ滑婦に珂する条例

環境政策課 ωぉ.J4.a245 自沼ι22-6016宇都市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する

宇一 市
条例
宇都市空き缶等のポイ捨て、飼い犬等のふん害及ぴ落書き 本第二計菌次宇都市環境基 第三期字部市地球温

部市 廃棄物 民環
廃棄物対策棟 併問6-J3.7291 使獄持品7294の防止並びに公共の場所における喫煙のマナーの向上に闘 宇部市の環境

暖化対策実行計画

境 環境潜施k全設セ課ンター
する条例 (事務事実調〉

樟
償却~1-3政見 使沼6-31-3734宇都市環境審接会条例

自
宇都市まちなか環境学習館条例

然 環境政策課 使回6.J4..'I248 聞 ι-22-6016

環
環境政策課 “主1-941-2175 083-927-1530 

境 山口市環境基本条例
環境衛生111 価13-941-2176 信!3-舘7-1530

一
山口市廃棄物の処理及び糟掃に関する条例 エコ7レンドリーオ
山口市古喰置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影 フィスプラン(山口

山
環境
費海循環推進課 併13-941-2173 仮13-927-8641等調査結果の縦覧等の手続きに関する条例 市地殻温膿ft対策実

市口 議車物
山口市の生指環境の保全に関する条例 山口市環境基本計画 環計境画概年要次報「環告書境基」本 情 f画得務事業層面)

部 環境施設置畢 α13-941-21槌 ()83.舘7-1530山口市リサイクルプラザ麗置及び管理条例 山口市地球温暖化対
植野川水系等の清流の保全に関する条例 策実行計画(区域施

清掃事着所 使込927-1πD 使!3-舘7-1710佐議川清流保全条例 策編)
阿武川水系環境保全条例

自 環境政策課 併13-941-21ω 悦13-927-1530然

環境廃
市民生清都

使協各-3341

環境衛生隈 使路島各-3591

萩市 棄物

侵略♀5-3146

京萩市市河廃川棄環物境の処保理全条及例び誠量並びに地減に闘する条例
第二次萩市環境基本

農林 計画
萩市環境実行計画

然白 水産部
農林極奥様 側担8-254194 使沼3-25-3770

建土築木郵 都市計画謙
併恐8-2f>.3160

使路島各4011
使沼畠若手品“4

薗a膏言環境鹿棄明陣

生 生活安全標 使抱5-25-.2328 信担5-25-2訴泊

防るE府E条府持謹例市瑚設殿型債権集自会車動禽告車抑書の'強?品金の目叫ん咽酷叫す望邑

環境
クリーンセンター α沼5-22-4742 使氾5ト24-4389 率防府先実市役行所計商環境保全部 防 防止及ぴ適正な処理に関する条

防府市環境基本計画 防府市の環境

例
自 土木

都市計画課 ωぉ-25-21日 使路島-25-2218防防府府市市廃景棄観物条例の処運及び情婦に関する条例
然 建都陵市部

環
使沿34ι1826

松下市 廃境葉物

生
下下下訟車松盛市市市廃放空棄置き缶物自等動の適正処理及び清掃に関する条例活

環境
環境推進課 併思34ι1829 使怒341-6220 車のポの発イ捨生ての禁防止止条及例ぴ適正な処理に関する条 下松市の環境 下策松実市宥地計球画温暖化対

然自
部

倒

使沼345-1826

環境 環境保全課 使辺7-29-51，∞ 目立7-22-21猫6

環境部 (計環画運境、搬許事関可実係、際収)集

砦国市環境審議会条例

岩廃 併ロ7-31-5304 良好な生活環境確保のための逐感行為防止に関する条例

市国 棄物
使127-31'鈎110岩国市廃棄物の処理及び糟掃に関する条例 岩清掃国市事業の概環境要

いわくにエコマネジ
岩国市一般廃棄物処理施設設置条例 メントプラン

(清環掃境施施設設関置畢係) 使沼7-31-5筑J6 岩園市が設置する一般産業物処理施設に係る生活環境彫響
調査結果の縦覧等の手続きに関する条例

自産業
農林振興禄 即 7.!).阿 115 使127-24-4224

然振興郎

司昆
環境政策課 悦治3-72-141量5 鵬 3晴樹3

光雲境 環 光市環境基本条例

境 環境事業隈 使沼早72-1471 仮恕3レ抗~1007 光市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例 計第画2次先市環境基本 光市の環境
光市エコオ7ィスプ

市 物然自
蔀 先市空曹缶等のポイ捨て禁止条例 ラン

先市廃棄物の減量、遺正処理等に関する条例

環境政策限 組 2ト.72-141路 俊治2レ移硲43
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